
　レセプトオンライン請求が２００９年度から義務化さ
れる医療機関のうち、オンライン請求に対応できな
い医療機関について、最大で１０年３月末まで書面な
どによる従来どおりの請求を認める改正省令が５月
８日、施行された。
　しかし、同日付の保険局長通知では、「猶予期限」を
「半年以内を目途に設定予定」とし、「設定期限以降、
オンライン請求を行わない保険医療機関等には、診
療報酬は支払われない」と明記。猶予措置となった
病院等には、診療報酬請求時に、オンライン請求の
準備状況等の書類提出が定められた。
　厚生労働省は４月３０日付で、１１年度の実用化を目
指して検討を進めている「社会保障カード（仮称）」の
基本計画となる報告書を公表し、意見募集を始めた。
　厚労省は４月２７日の臨時閣議で、０９年度第１次補
正予算案を決定し、国会に提出した。厚労省分は総
額４兆６７１８億円で補正予算としては過去最大の額と
なった。
　新型インフルエンザの流行が世界的に拡大してい
る問題で、世界保健機関（ＷＨＯ）は４月２９日深夜（日
本時間３０日早朝）、警戒レベルを「フェーズ５」に引
き上げると発表した。

オンライン請求義務化の延長、改正省令が施行
　レセプトオンライン請求が２００９年度から義務化さ
れる医療機関のうち、オンライン請求に対応できな
い医療機関について、最大で１０年３月末まで書面な
どによる従来どおりの請求を認める改正省令が５月
８日、施行された。
　対象となるのは５月１０日時点でオンライン請求が
できない医療機関で、１０年３月末までの間で「オン
ライン請求が行える体制の準備に必要な期間を勘案
して厚生労働大臣が定める日」までの間は書面など
による請求を認める。
　０９年度からオンライン請求が義務化されるのは、
４００床未満の病院で①レセプトコンピューターで電
子請求をしている②レセプトコンピューターにレセ
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今月の主な動き

協

会

だ

よ

り
場　　所開始時間行　　　事

府医師会館３０５午後２時保険審査通信検討委員会５日㈮
未定午後２時医療制度検討委員会１０日㈬
未定午後２時医院・住宅新（改）築相談室１１日㈭
ル・クラブ・ジャズ午後６時ジャズを楽しむ会

１３日㈯
府医師会館２０８・２０９午後２時耳鼻咽喉科診療内容向上会
未定午後１時ファイナンシャル相談室

１８日㈭ 未定午後２時法律相談室
未定午後２時雇用管理相談室
未定午後２時金融共済委員会

２４日㈬
未定午後２時経営相談室

6
月
の
保
険
医
協
会
の
行
事
予
定

場　　所開始時間行　　　事
未定午後２時第６２９回社会保険研究会７月１６日㈭

ホテルグランヴィア京都
午後１時
午後３時３０分

第６２回定期総会
創立６０周年記念講演会＆懇親会

８月９日㈰

今
後
の
予
定

※太字は一般参加の行事、詳細は後掲３７ページ



プト文字変換ソフトの適用が可能な場合―と、レセ
プト作成業務を電算化している薬局。
　しかし、同日付の保険局長通知では、「猶予期限」を
「半年以内を目途に設定予定」とし、「設定期限以降、
オンライン請求を行わない保険医療機関等には、診
療報酬は支払われない」と明記。猶予措置となった
病院等には、診療報酬請求時に、オンライン請求の
準備状況等の書類提出が定められた。
（5/１１・１４MEDIFAXより）
 
社会保障カードの基本計画まとまる／近く実
証実験先の募集開始
　厚生労働省は４月３０日付で、２０１１年度の実用化を
目指して検討を進めている「社会保障カード（仮称）」
の基本計画となる報告書（資料１、後掲３０ページ）
を公表し、意見募集を始めた。０９年度中に基本計画
にのっとった実証実験を実施するため、近く自治体
からの企画募集を始め、夏を目途に実施する自治体
を固める考えだ。
　実証実験は、基本計画の中でカードの交付主体と
想定している市町村単位で実施する。カードは健康
保険証、介護保険証、年金手帳の３機能を果たすも
のとして検討しており、厚労省は「実証実験でも医
療機関での利用を盛り込んだ企画であることが望ま
しいと考えている」としている。０９年度の当初予算
では２カ所程度での実施を想定した事業費を計上し
ている。現在、国会審議中の補正予算案では、さら
に６カ所程度で実施する費用を盛り込んでおり、厚
労省は当初予算分の事業から先行して募集を始める
方針だ。
　基本計画では、医療機関が来院者から提示された
カードを利用して、各医療保険者が所有する資格情
報データベースにアクセスし、資格内容などを確認
できるようにする。訪問看護や往診などでカードを
使う場合など、オンライン資格確認が困難な場合な
どに備え、医療・介護分野でのみ用いる可視化され
た「保健医療番号（仮称）」について検討する必要性
も指摘している。
　また、意識不明の患者など、医療機関の窓口で暗
証番号による本人確認が困難な場合は、医療機関の
職員が券面情報で本人のカードであることを確認す
る必要性があると指摘。その際に医療機関の職員を
認証する方法についても検討すべきとしている。
（5/8MEDIFAXより）

０９年度補正予算案、国会に提出／厚労省分
「地域医療再生計画」が目玉
　厚生労働省は４月２７日の臨時閣議で、２００９年度第
１次補正予算案を決定し、国会に提出した。厚労省
分は総額４兆６７１８億円で補正予算としては過去最大
の額となった。「地域医療・医療新技術」分野には総
額７６８４億円を計上し、都道府県が２次医療圏ごとに
策定する「地域医療再生計画」に基づく財政支援な
どを行う。同計画は５年間をめどに策定し、国は計
画を審査した上で補助する方針だ。
　「地域医療再生計画」の策定は医師不足解消などが
目的で、３１００億円を計上。国は都道府県が設置した
「地域医療再生基金」（仮称）を通じて、同計画に盛
り込まれた事業への財政支援を行う。事業内容は①
医師事務作業補助者の集中配置②大学病院と連携し
た医師派遣機能の強化③多様な勤務形態導入による
勤務医・看護師らの確保④ＮＩＣＵと救命救急セン
ターの拡充─などで、地域の実情に応じてこれら以
外も対象とする。
　このほか「医療機関の設備強化」として２０９６億円
を計上し、災害拠点病院などの耐震化への費用助成
や、福祉医療機構による医療貸付の限度額と貸付利
率などの優遇を図る。
　「レセプトオンライン化への対応」では、オンライ
ン請求を行う医療機関や薬局への設備投資支援に
２９１億円を充てる。内訳はレセプトコンピューター導
入費用に２７７億円、すでに電子レセプトを導入してい
る機関への支援に１３億円、代行送信している薬局な
どへの支援に１億円。
　１１年度中をめどとした「社会保障カード（仮称）
の実施に向けた環境整備」では７１億円を計上し、実
証実験を行う医療保険者数を５－６カ所追加する。
「高齢者医療の安定的な運営」（１５６億円）では、後期
高齢者医療制度での低所得者の保険料軽減（１３１億
円）や、健保組合のＩＴ化の推進（２５億円）を盛り
込んだ。
　このほか「介護職員の処遇改善・介護拠点整備」
では８４４３億円を計上。特別養護老人ホームや老人保
健施設の整備に対する助成の拡充や、消防法施行令
改正でスプリンクラー設置が義務付けられた有料老
人ホームなどへの助成を行う。介護従事者の処遇改
善に向けては、介護職員１人当たり月額１万５０００円
程度の賃金引き上げを行う「介護職員処遇改善交付
金」に３年間で３９７５億円を投じる。
　また、文部科学省の０９年度第１次補正予算案は計
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１兆３１７４億円となった。このうち「地域医療の期待
に応える大学病院の機能強化」には３７０億円を計上。
大学病院（７９病院）の約１１００人（１００床当たり２人）
の医療補助者の配置促進で３０億円を充てる。
　医療補助者１人につき２７０万円程度の補助となり、
月給にすると２０万円相当。補助額はこれまでの実績
や病院の規模、新規入院患者数などを勘案して決め
る方針。文科省は「特定機能病院は診療報酬の医師
事務作業補助体制加算が算定できないため、それに
相当する分との位置付け」（高等教育局医学教育課）
としている。
　また、ＮＩＣＵなど周産期医療の環境整備には３９
億円を充てる。０９年度当初予算では、ＮＩＣＵを持
たない大学病院などへの整備に１０億円を計上してい
たが、補正予算ではこれを拡充し、さらに、１６大学
病院での緊急整備を図る。文科省は国立大病院の「周
産期医療体制整備計画」を策定し、４年間で①ＮＩ
ＣＵ未設置大学の解消②半数の国立大病院で周産期
医療に関する病床を２０床以上確保─を目指すとして
いる。
　このほか、国立大病院の放射線治療・救急医療機
器などの整備（３００億円）や、私立大附属病院の設備
整備への支援（１億円）を盛り込んだ。
（4/２８MEDIFAXより）

新型インフル「フェーズ５」に／パンデミッ
ク、目前に迫る
　新型インフルエンザの流行が世界的に拡大してい
る問題で、世界保健機関（ＷＨＯ）は４月２９日深夜（日
本時間３０日早朝）、新型インフルの警戒レベルを「フ
ェーズ５」に引き上げると発表した。フェーズ５は、
人から人への感染が２カ国以上で起きており、パン
デミックが目前に迫っていることを示すもの。ＷＨ
Ｏのチャン事務局長は同日発表した声明で、「すべて
の人類が恐怖にさらされる」とし、強い警戒感を示
した。

　チャン事務局長は声明で、「各国はインフルエンザ
様疾患と肺炎の異常な発生に対し、強い警戒態勢を
持続すべき」とし、サーベイランスの強化と早期発
見、保健施設での感染管理などを求めたが、渡航制
限や国境封鎖などは勧告していない。
　警戒レベルが引き上げられても、日本国内の対策
に変わりはなく、引き続き水際対策の徹底と国内で
の患者発生に備えた準備を進める。
　厚生労働省健康局結核感染症課は同日、新型イン
フルの症例定義を定め、都道府県などに通知した。
渡航歴などがある人で迅速診断キットによる検査結
果が「Ａ型陽性、Ｂ型陰性」となった場合は、疑い
例として報告することなどを求めている。
　症例定義によると、新型インフルの臨床的特徴は
気道炎症に加え、突然の高熱、全身倦怠感、頭痛、
筋肉痛など。①１０日以内に新型インフル患者に直接
接触または２メートル以内に接近するなど濃厚接触
をした人②１０日以内に新型インフルに感染している
動物と濃厚接触した人（疑い含む）③１０日以内に新
型インフルを含む患者由来の検体に、防御不十分な
状況で接触した人（疑い含む）④１０日以内に、新型
インフルが流行している国や地域に滞在または旅行
した人―で３８度以上の発熱と急性呼吸器症状がある
場合、迅速診断キットで検査を実施。Ａ型が陽性で
Ｂ型が陰性となれば、疑い例として報告する。
　さらに、疑い例については、①分離・同定による
病原体の検出②検体から直接のＰＣＲ法による病原
体の遺伝子検出③中和試験による抗体の検出―のい
ずれかにより、豚インフルエンザＨ１Ｎ１と診断し
た場合は確定例と判断。これらの検査は地方衛生研
究所で行い、最終的な確定検査は国立感染症研究所
で行う。（4/３０MEDIFAXより）

改正消防法案が成立
　救急搬送の受け入れ可能な医療機関名の得意分野
別のリストを都道府県が作成することなどを定めた
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【４月】◆国連安保理・北朝鮮のミサイル発射を非難する議長声明を採択（１３日）◆在沖縄米海兵隊のグアム移転協定可決（１４日）◆
最高裁・痴漢事件で逆転無罪（１４日）◆北朝鮮・６カ国協議離脱と核開発を再開する方針を表明（１４日）◆郵便制度悪用で逮捕（１６日）
◆最高裁・和歌山市毒物カレー事件で林真須美被告の死刑確定（２１日）◆一般財源化法成立（２２日）◆大阪市西淀川区・小４女児不明
で母親ら逮捕（２３日）◆名古屋市長に民主系・河村たかし氏が当選（２６日）◆新型インフルエンザ拡大、ＷＨＯ警戒水準「５」に（２９
日）◆最高裁・３０年前の殺人賠償確定（２８日）◆米自動車大手クライスラー破たん（３０日）
【５月】◆新潟県柏崎刈羽原発が運転再開（９日）、非常用炉心冷却系設備の試験中にトラブル（１１日）◆民主党・小沢代表が辞任（１１
日）◆鴻池祥肇官房副長官が辞任。後任は、浅野勝人参院議員（１３日）◆福岡高裁・福岡３児死亡、危険運転適用で懲役２０年（１５日）

（４月１１日－５月１５日）
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◎新型インフルエンザを巡る動き（４月２４日～５月１２日）
京都府・市の動き日本の動き世界の動き日付

京都市：新型インフルエンザ発生時の対策
マニュアルを策定。医療機関や保健所の対
応が中心で、「まん延期」には市内１０病院を
新型インフルエンザだけ扱う専門病院に切
り替え、治療と感染拡大防止の態勢を整え
る。

ＷＨＯ：メキシコと米国で新型
インフルエンザの人への感染が
相次いでいると発表。

４月２４日

京都府・市：電話相談窓口を設置。 ４月２５日

ＷＨＯ：警戒レベルを「フェー
ズ３」から「フェーズ４」に引
き上げ。

４月２７日

京都府・市・各自治体：「新型インフルエン
ザ対策本部」を設置。 
　府、市ともに「発熱相談センター」を全
保健所に同日付で設置。
　府は、渡航の是非などあらゆる相談に応
じる「総合コールセンター」を同日開設。
府内に滞在する外国人向けに注意を呼びか
けるホームページを立ち上げ、旅行者向け
に情報提供する。

舛添厚労相：新型インフルエンザの発生を宣言４月２８日

政府：麻生太郎首相を本部長とする対策本部を設
置。国内での感染阻止に向けた水際対策や医療態
勢の対処方針を決定。

厚労省：都道府県などに対して発熱相談センター
の設置を指示。

総務省消防庁：緊急対策本部を設置。全国の都道
府県に対し、救急搬送の際にインフルエンザ対策
を徹底するよう連絡。

京都府：京都市内で約１０００床、市外で約９００
床を確保できる見通しになったことを明ら
かにした。医療関係者向けの防護具を約１
万セット購入する。

自民、公明両党のワクチン予防議員連盟：緊急提
言をまとめた。国内の新型インフルエンザワクチ
ンの製造能力を高めつつ、並行して、海外からも
ワクチンを確保する「重層化・複線化」を進める
べきとする内容。

ＷＨＯ：日本時間３０日、「フェー
ズ５」に引き上げると発表。フ
ェーズ５は、人から人への感染
が２カ国以上で起きており、パ
ンデミックが目前に迫っている
ことを示すもの。

４月２９日

厚労省上田博三健康局長：抗インフルエンザウイ
ルス薬の備蓄状況として、「タミフル」が国、都道
府県で３３８０万人分、「リレンザ」が国で２６８万人分
をそれぞれ確保していると報告。さらに、タミフ
ルは契約が済み次第、８３０万人分が備蓄として上積
みされるとしたほか、リレンザも都道府県で１３３万
人分を備蓄する予定だとした。
　マスクについても、４月１日現在のメーカー在
庫は７６００万枚に上ることを明らかにした。

４月３０日

政府新型インフルエンザ対策本部：国内で新型イ
ンフルエンザの患者が発生した場合の感染拡大防
止策を明記した対処方針を決定。

５月１日

京都市：本庁保健医療課に設置している発
熱相談センターを、２４時間対応に延長。土
日祝日も対応する。外国人向けの新型イン
フルエンザ相談を強化するため、京都市国
際交流協会は、６カ国語で電話相談を受け
付ける。

共同通信：発熱外来が、医療機関に開設されたり、
即座に対応できるめどが立ったりしたのは全国で
６８４カ所に上ることが分かった。

５月２日

厚労省新型インフルエンザ対策推進本部：新型イ
ンフルエンザへの感染を調べるＰＣＲ検査につい
て、全都道府県の地方衛生研究所で実施が可能に
なったことを明らかにした。

５月７日

与党の「新型インフルエンザ対策に関するＰＴ」：
新型インフルエンザワクチンの製造体制について
「政府が決定すれば、６月上旬から中旬には製造を
開始できる」との見通しを示した。

米国イリノイ州シカゴ市在住日本
人男児：新型インフルエンザに感
染したことが明らかになった。日
本人の新型インフルエンザ感染
が確認されたのは初めて。

５月８日

厚労省：米国発の航空機で成田空港に到着した３
人について、新型インフルエンザに感染している
ことが確認されたと発表。

５月９日

厚労省：感染者の３人とともに米国発の航空機で
帰国した男性の感染を新たに確認したと発表。国
内での感染者はこれで４人となった。

５月１０日

これまでに感染が確認されたの
は日本を含む３４カ国・地域で
５８８８人に達した。感染者の死亡
確認はメキシコ、米国、カナダ、
コスタリカの４カ国の計６１人。

５月１２日

ＷＨＯの研究チーム：新型イン
フルエンザの致死率は０.４％と
推定されると、米科学誌サイエ
ンス電子版に発表。



「改正消防法案」が４月２４日の参院本会議で全会一致
で可決、成立した。救急搬送の効率化を図ることで
都立墨東病院の妊産婦死亡事案など救急患者の受け
入れに関する問題に対応する。
（4/２７MEDIFAXより）

高額療養費の所得区分、支給対象を追加／健
保法施行令を改正
　政府は４月２４日の閣議で、高額療養費の支給につ
いて、所得区分に応じた自己負担限度額の適用対象
を一部拡大する健康保険法施行令等の一部を改正す
る政令を決定した。
　公費負担医療の対象療養のうち、特定疾患治療研
究事業と小児慢性特定疾患治療研究事業の対象とな
る療養に関して、高額療養費の支給の自己負担限度
額を適用することとし、支給要件や支給額などの規
定を新たに設けた。
　難病などの治療研究事業は従来、通常の高額療養
費支給要件などとは別に、レセプト単位で一律に一
般所得区分と同じ自己負担限度額を適用して支給し
ていた。（4/２７MEDIFAXより）

オンライン義務化への猶予策「極めて不適
切」／規制改革会議が見解
　規制改革会議は５月７日、２００９年度からのレセプ
トオンライン請求義務化に対応できない医療機関へ
の猶予策として厚生労働省が示している省令改正案
に対する見解を発表した。見解では、オンライン請
求義務化は地域医療に悪影響を与えるとする厚労省
の主張に対して「その根拠を示しておらず、極めて
不適切」と批判。「今回のような措置が再度講じられ
ることがあってはならない」と抗議した。
　厚労省は４月２１日、オンライン請求義務化により
「地域医療に重大な影響を与えることも懸念される」
と危機感を表明した上で、０９年度からのオンライン
請求義務化に対応できない医療機関に対して最大１
年間の猶予期間を設ける改正案を提示している。
　これに対し、見解では、厚労省の改正案について
「猶予措置が講じられることは、政府の方針を逸脱す
るもの」と切り捨てた。また、義務化の期限に間に
合うようオンライン請求に対応した医療機関も多数
あると指摘。対応できなかった医療機関と何らかの
差異を設けるべきと提案したほか、猶予期限後にオ
ンライン請求できない場合は診療報酬を支払わない
ことを徹底すべきとした。（5/１１MEDIFAXより）

信頼性のある財政再建を／諮問会議で麻生首相
　経済財政諮問会議は４月１７日、２０１０年度予算編成
の基本方針を示す「骨太の方針０９」と、持続可能な
社会保障制度構築と安定財源確保に向けた「中期プ
ログラム」の改訂に向けた議論を本格的に開始した。
麻生太郎首相は同日の諮問会議で、追加経済対策で
大規模な財政出動をした後の財政健全化について
「中期の財政責任をきちんと果たさなければならな
い」とした上で、「多くの借金を次世代に残していく
のは問題。信頼性のある財政再建の取り組み方針を
検討してほしい」と求めた。
　与謝野馨経済財政担当相は諮問会議終了後の会見
で、中期プログラムの改訂は「持続可能な財政、持
続可能な社会保障制度、負担は広く分かち合う―と
いう３つの思想が根底に流れている。将来の世代に
負担を残さないようできるだけ努力する」と語った。
　新たな財政再建の目標については「基礎的財政収
支（プライマリーバランス・ＰＢ）の黒字化の考え
方を捨てたわけではない。どういう状況で到達する
のが望ましいかがポイント」と述べ、ＰＢの黒字化
を到達するまでの道筋を示す必要性を指摘した。ま
た、「具体的な目標を掲げるときは、年次は入ってく
る」とした。
　また、与謝野経済財政担当相は、「骨太の方針０６」で
掲げられた社会保障費の自然増から毎年２２００億円削
減する方針について言及。「誤解してもらいたくない
のは、今ある社会保障費から削るという話ではない」
と前置きした上で、「高齢化で必要な社会保障費は当
然認める。その中でも倹約や効率化を進めて、２２００
億円くらいは増える分から切っていこうという話」
と説明した。さらに、「２２００億円（削減した分）は、
必要なところには予算上の措置はしているのも事
実」と付け加えた。
　麻生首相は同日の諮問会議で、政府の安心社会実
現会議と連携していく考えを表明。次回以降の安心
実現集中審議の内容などを踏まえて「議論の成果は
基本方針０９や中期プログラムにも反映していきた
い」と語った。（4/２０MEDIFAXより）

安心社会に向けた優先施策、骨太に反映へ／
新有識者会議が初会合
　政府の「安心社会実現会議」の初会合が４月１３日、
首相官邸で開かれた。麻生太郎首相は会議の冒頭、
「日本が目指す安心社会の姿とその見取り図、それに
照らした医療、保健、介護など各分野の政策目標や
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優先施策を示していただきたい」と述べた。今後は
月２回のペースで開催して６月までに報告書をまと
め、「骨太の方針」に反映させる考えだ。麻生首相
は、成田豊委員（電通最高顧問）を座長に指名した。
　この日は１５人の委員のうち１４人と麻生首相、河村
建夫官房長官、与謝野馨経済財政政策担当相らが出
席し、意見を述べた。このうち矢崎義雄委員（国立
病院機構理事長）は、地域医療の機能強化策として、
２次医療圏を中心とした病院の共同運営体制（コン
ソーシアム）の組織化や、設立母体を超えた病院長
らで組織する運営委員会でのニーズに則した医療機
能分担や病棟集約、人材育成、人事調整を提言する
資料を提出した。
　このほかの委員からは、政府、家庭、地域コミュ
ニティー、企業の役割分担を再整理する必要性を指
摘する意見が出た。（4/１４MEDIFAXより）

医師の超過勤務「是正されるべき」／麻生首相
　医師の超過勤務手当が十分に支払われていない問
題で、麻生太郎首相は５月７日の衆院予算委員会で
「現実問題として各地で今起きている。これは是正さ
れるべき」と述べ、何らかの対応が必要との認識を
示した。前原誠司氏（民主）の質問に答えた。
　前原氏は奈良県立奈良病院の産婦人科医が県を相
手に起こした訴訟で、奈良地裁が当直は「時間外労
働」だとして「割増賃金」の支払いを命じた判決を
取り上げた。前原氏は「医師の超過勤務をサービス
残業として搾取して今の医療費が成り立っている」
と指摘し、労働基準監督署が是正勧告を行い病院が
サービス残業に対してきちんと賃金を支払うべきだ
とした。
　これに対し、麻生首相は「私は払われてしかるべ
きなんだと思う」と述べ、超過勤務手当が必要だと
認めた。一方で「これをぱっとある日やると、県営、
市営ではとても急患はやれませんから。困るのは患
者ですから」とも述べ、一律に超過勤務手当を支給
すると財政状況の厳しい自治体病院などではサービ
スの低下を招き、結果的に患者に不利益をもたらす
とした。麻生首相は「そこの資金の手当をきちんと
しないと危ないことになる。そこは行政側が注意し
てやらないと難しい」と述べ、慎重な対応が必要に
なるとした。
　全国周産期医療連絡協議会が２００８年に行った調査
によると、総合周産期母子医療センターの９７％で夜
間勤務を宿直扱いにしていた。前原氏は「０７年に各

労働局が立ち入り調査した医療機関１８５２施設のうち
約８割の１４６８施設で法違反が見つかった。産科の医
師に限った問題ではない。こういったことは是正さ
れるべきだ」とした。（5/8MEDIFAXより）

消費税増税分は社会保障費に／「基本哲学と
して当然」と麻生首相
　麻生太郎首相は５月７日の衆院予算委員会で、消
費税を増税して社会保障費の財源とすることは「当
然」との認識を示した。園田博之氏（自民）の質問
に答えた。
　園田氏は、少子高齢化によって「年金・医療・介
護で国が負担する分は制度上、増えていく」と指摘。
その財源として消費税に言及し「消費税をこれから
上げるとしたら、１円たりともほかには使わない。
全部を社会保障費に充てるという考えでよいか」と
確認を求めた。麻生首相は「社会保障関係費の漸増
は長期的に間違いないという前提で考えるとき、基
本哲学として（消費税で）対応するのは当然」と述
べた。
　消費税を増税した場合の財源の使い道に関して
は、与謝野馨財務相も同日の衆院予算委で「年金・
医療・介護、ならびに少子化対策に全部使う。一銭
一厘たりとも行政の肥大化に使わせない」と述べた。
（5/8MEDIFAXより）
 
地域医療の再生「国の飛躍の糧に」／麻生首相
　麻生太郎首相は４月２８日の衆院本会議で、医療・
介護サービスのビジョンについて「国民の生命、健
康を支える安心の礎。同時に雇用の創出、国民経済
を支えるサービス市場ということで将来的に有望な
分野と考えている」との認識を表明した。
　さらに、「今回の経済危機対策では、地域医療の再
生、介護機能強化に重点的に取り組むことで、わが
国の新たな飛躍の糧にする」と胸を張った。太田昭
宏氏（公明）の質問に対する答弁。
（4/３０MEDIFAXより）
 
宿直の概念「医療法と労基法で別物」／舛添
厚労相
　舛添要一厚生労働相は４月１４日の参院厚生労働委
員会で、勤務医の宿直問題について「宿直という概
念は、医療法と労働基準法で別物」との認識を表明
した。梅村聡氏（民主）の質問に対する答弁。
　梅村氏は、東京都から「総合周産期母子医療セン

京都保険医新聞２００９年（平成２１年）５月２５日　毎週１回月曜日発行 （昭和２６年３月５日第３種郵便物認可）　第２６92号

第１１９号８



ター」に指定されている愛育病院が３月、医師の時
間外労働で是正勧告を受け、指定返上を打診した問
題に言及。「（医療現場には）労働基準法を守れない
という現状が実際にある。今すぐ立ち入りして宿直
許可を取り消せとか、救急告示を返上しろというこ
とではないが、ここに切り込まないと勤務医の問題
は解決できない」と指摘した。
　その上で「医療法の宿直は、緊急の急変に対応す
るために病院に常駐しているということで、働き方
に限界はない。一方、労働基準法では働き方に基準
があり、それを超えてしまった場合には、労働基準
法上の宿直にはならない」と強調。「２つは別物では
ないか」とただした。
　これに対し、舛添厚労相は「２つはまったく別の
概念」と認めた。さらに、「私も委員の認識とまった
く同じ思い。厚生相として医師不足対策を、もう一
方で労働相として（労働基準法対策という）こっち
の問題をやらねばならないという矛盾を抱えている
中で悩んできたが、発想を逆転して、厚労相を１人
の人間がやっているのだから、もっと良いことをや
っていきたい」と述べ、問題解決に向けて強い意気
込みを示した。（4/１５MEDIFAXより）

労基法違反の状況「尋常ではない」／宿直問
題で舛添厚労相
　舛添要一厚生労働相は４月２１日の参院厚生労働委
員会で、勤務医の宿直問題について「労働基準法違
反の下で働いている状況は尋常ではない」と問題意
識を表明した。さらに、「他国の医師と比べても、無
茶苦茶な条件で働いていれば、睡眠不足もあり、患
者も手術を安心して受けられない。医療提供側もい
つミスを起こすか分からないという大変な問題だ。
こういうことを本格的に検討したい」と改善に向け
ての意気込みを示した。足立信也氏（民主）の質問
に対する答弁。
　舛添厚労相は「厚生省と労働省が一緒になり１人
の大臣が所管することで、悪いことばかりでなく良
いことがあるとすれば、こういうことについて責任
を持って統一的に仕事ができることだ」とした。そ
の上で「労働基準法通りにきちんとやった時、どれ
ぐらいの人が必要で、どれくらいのコストがかかる
のか。具体的にどういう手段、プロセスで進めるか
は検討次第だが、みんなの努力で医療制度を再構築
しようという方向付けができてきたこともあり、積
極的な希望の見える第一歩を踏み出したい」と結ん

だ。（4/２２MEDIFAXより）
 
義務化と地域医療に配慮「両立は可能」／オ
ンライン請求で舛添厚労相
　舛添要一厚生労働相は４月１５日の衆院厚生労働委
員会で、地域医療に配慮しながらレセプトのオンラ
イン請求を義務化することについて「矛盾しない。
両立は可能と思っている」との見解を示した。高橋
千鶴子氏（共産）の質問に答えた。
　レセプトのオンライン請求義務化をめぐっては、
３月３１日に再改定された「規制改革推進のための３
か年計画」で「義務化において原則現行以上の例外
規定を設けないこと」と修正。「原則」を加えること
で、新たな例外規定を設ける余地を持たせた。また、
「地域医療の崩壊を招くことのないよう、自らオンラ
イン請求することが当面困難な医療機関等に対して
配慮する」との記述も追加した。
　高橋氏は、オンライン請求義務化について「例外
がないと言っておきながら『地域医療の崩壊を招く
ことのないように』とは矛盾する」と指摘。「義務化
を撤回し、選択の余地を残すしかない」と要求した。
　舛添厚労相は「改革のために必要な合理化・効率
化はしなければならない」とした上で、「改革の流れ
についていけない人たちに猶予措置を与える」とし、
オンライン請求に対応できない医療機関に対して配
慮する考えをあらためて示した。ただ、具体的な支
援策は「今後、詰めたい」と述べるにとどめた。
（4/１６MEDIFAXより）

オンライン義務化の撤廃「趣旨に合わない」
／自民・e-Japan特命委
　自民党のｅ-Japan特命委員会・ＩＴ・行政改革推
進・国民生活利便性向上・経済活性化プロジェクト
チーム（ＰＴ）は４月１７日、電子政府推進に向けた
ＩＴ活用について厚生労働省などからヒアリングし
た。厚労省は、日本医師会などからレセプトのオン
ライン請求義務化に対して撤廃を求める声が上がっ
ている現状を報告した。これに対し、村上誠一郎委
員長（衆院議員）は「この会の趣旨に合わない」と
声を荒らげ、オンライン請求についての説明を中断
させた。（4/２０MEDIFAXより）
 
障がい者制度改革推進法案を提出／民主が参
院に
　民主党は４月１４日、「障がい者制度改革推進法案」
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を参院に提出した。障害者が福祉、医療サービスを
受けた場合に支払う原則１割負担を廃止し、利用者
の負担能力に応じた自己負担額にすることなどを柱
としている。
　また、障害者施策の制度改革を推進するため、首
相を長とする「障がい者制度改革推進本部」を内閣
に設置。推進本部に障害者など２０人の委員で構成す
る「障がい者制度改革推進委員会」を設け、障害者
の実情を踏まえた制度改革を行うとしている。
　政府も３月３１日に改正障害者自立支援法案を衆院
に提出している。原則１割としているサービス利用
者の自己負担を、本人の負担能力などを考慮して算
定するとしている。（4/１５MEDIFAXより）

勤務医負担の軽減、乏しい実感／中医協、０８
年度改定影響調査
　厚生労働省は４月１５日の中医協・診療報酬改定結
果検証部会で、２００８年度改定の影響に関する特別調
査のうち病院勤務医の負担軽減に関する調査結果を
示した。「入院時医学管理加算」「医師事務作業補助
体制加算」「ハイリスク分娩管理加算」のいずれかの
施設基準を届け出ている病院のうち、約半数が医師
への給与面などの処遇改善に取り組んでいたほか、
医師事務作業補助体制の整備や看護師などとの業務
分担に取り組んでいる病院が多かった。ただ、勤務
医にとって、負担軽減に対する実感は乏しい現状が
明らかになった。
　３加算のいずれかを届け出た全１１５１施設と勤務医
らを対象に調査し、５１６施設から回答があった（回答
率４４.８％）。経済面での処遇改善に取り組んでいたの
は全体の４５％で、このうち７５.４％が手当を、３６.２％が
基本給を増やしたと回答した。基本給を増やした施
設のうち医師全員を対象としたのは４４.０％、特定の
医師を対象としたのは５２.４％だった。
　一方、勤務医のうち基本給が改善されたと答えた
のは１２.０％、手当が増えたと答えたのは７.６％だった。
白石小百合委員（横浜市立大教授）は結果について
「勤務医と施設側の認識の差に加え、病院内で広く薄
く配分された可能性もある」と指摘した。
　３加算の要件となっている勤務医負担軽減計画や
業務分担による負担軽減の効果は、勤務医や各診療
科責任者のおおむね５－６割が「あった」と回答し
たが、１年前と比べて勤務状況が「改善した」と答
えたのは勤務医の１４.３％、診療科責任者の１３.２％にと
どまった。逆に「悪化した」と答えたのは勤務医の

３４.８％、診療科責任者の３７.８％だった。
　医師の１カ月の当直日数は２.７８日で前年より０.１４
日短縮した。ただ、救急科（５.４８日）、産科・産婦人
科（４.５１日）、小児科（３.４８日）などが全体の平均を
大きく上回る傾向は前年と同様で、変化はなかった。
　この日の部会では、０８年度改定の影響について０９
年度に実施する調査項目を決めた。①明細書発行の
一部義務化の実施状況②医療機能の分化・連携に与
えた影響③回復期リハビリテーション病棟入院料で
導入された『質の評価』の効果の実態④歯科外来診
療環境体制加算の実施状況⑤ニコチン依存症管理料
算定機関での禁煙成功率⑥後発医薬品の導入状況―
の各項目で、いずれも５月に調査機関を選定し、７
－８月に実施。１１月までに結果をまとめる。
（4/１６MEDIFAXより）

基本診療料、在り方の議論スタート／中医
協・基本問題小委
　２００８年度診療報酬改定の付帯意見に盛り込まれて
いた基本診療料に関する議論が、４月１５日の中医協・
診療報酬基本問題小委員会でスタートした。厚生労
働省は現状の基本診療料の内容を大まかにまとめた
資料を提示。本格的な議論にまでは進まなかったが、
診療側委員からは、外来管理加算の見直しに向けた
議論を求める意見や、コストを反映した入院基本料
への見直しを求める意見が上がった。
　そして、２２日には本格的な議論に入った。藤原淳
委員（日本医師会常任理事）は、中医協・診療報酬
改定結果検証部会が実施した特別調査の結果を踏ま
えて、診療所の影響額が８０４億円に達するとの試算を
示し「当初見込みを大きく上回る。現場の声を反映
して（５分ルール撤廃の）見直しを提案する」と主
張した。これに対し、厚労省側は、個別項目の影響
額は秋までにまとめる社会医療診療行為別調査の結
果を待つ必要があると指摘。支払い側委員も「基本
診療料全体の議論の中で、外来管理加算の位置付け
を考えるべきだ」と訴えた。
　藤原委員は特別調査の結果について①患者の６割
が時間の目安は必要ないと感じている②医師からの
説明は９割近くの患者が『変わらない』と答えてお
り、従来、丁寧な説明をしていた③現場医師は時間
要件を負担に感じている―などとし、「５分という時
間要件にこだわるのは実態に即しているのか」と早
急な見直しを主張した。
　影響額が見込みを上回るとの指摘に対し、厚労省
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保険局医療課の佐藤敏信課長は「個別の影響額は社
会医療診療行為別調査の結果が出ないと、現段階で
示すことのできる数値はない」と答えた。また、対
馬忠明委員（健保連専務理事）は「当初の影響額と
して示した２４０億円は高齢者を除いた若人の数値。
（日医などが示す試算とは）対象範囲が違う」と主張
し、厚労省側も「若人部分と高齢者部分とで分けて、
若人部分で２４０億円と試算した」と説明した。
　さらに、小島茂委員（連合総合政策局長）は「議
論の進め方として、外来管理加算だけを取り出すよ
りも、基本診療料全体の中での位置付けを踏まえて
影響額を議論すべきでは」と述べた。しかし、藤原
委員は「現場では大変な混乱と疲弊をもたらしてい
る。議論とは多少外れることは承知しているが、こ
れほど当初試算との間に狂いが生じると、現場の声
を伝えざるを得ない」と主張。「２４０億円」に高齢者
分の影響額が含まれていないとの厚労省の説明につ
いては、仮に高齢者分を差し引いても当初見込みを
大きく上回ることに変わりはないとし、早期見直し
を求める姿勢は譲らなかった。
（4/２３MEDIFAXより）
 
加算算定でも勤務医は厳しい／入院料の議論
も始まる
　４月２２日の中医協・診療報酬基本問題小委員会で
は、入院基本料など入院料に関する議論も始まった。
西澤寛俊委員（全日本病院協会長）は、２００８年度の
特別調査のうち勤務医の負担軽減に関する調査結果
について「調査対象となっている３加算（入院時医
学管理加算、医師事務作業補助体制加算、ハイリス
ク分娩管理加算）を算定しているのは、体制が比較
的整っている病院といえる。それでも勤務医が厳し
い現状にあることを踏まえて議論すべきだ」と訴え
た。
　対馬忠明委員（健保連専務理事）は、３加算の要
件に勤務医負担軽減計画の策定と周知が盛り込まれ
ているにもかかわらず、計画未策定で算定している
病院が多く、計画の認知度が低いことを問題視した。
厚生労働省保険局医療課の佐藤敏信課長は「平たく
言えば良くないことだと思う」との見解を示すとと
もに、３月３０日付で発出した疑義解釈の中で、計画
を策定する予定だけでは届け出を受理できない旨の
周知徹底を図ったと説明した。
（4/２３MEDIFAXより）
 

ＤＰＣ準備病院、０９年度も募集へ／中医協・
基本問題小委
　中医協・診療報酬基本問題小委員会は４月１５日、
２００９年度もＤＰＣ準備病院を募集することを了承し
た。厚生労働省は例年通り６月頃から募集を始める
考えだ。
　厚労省は、準備病院のうち５６７病院が０９年度中に対
象病院に移行することで対象病院の合計が１２８３病院
に達し、１２年度までに対象病院を１０００病院とする当
初の目標を上回ると指摘した。さらに、０９年度も募
集した場合、２年間の準備期間中に調整係数の段階
的廃止が始まる１０年度診療報酬改定をまたぐことに
なり、調整係数の計算に点数の異なるデータを用い
ることになるなどの課題を挙げ、募集開始の是非に
ついて意見を求めた。
　西澤寛俊委員（全日本病院協会長）は「０９年から
参加しようと準備を進めている病院がかなりある。
特に自治体病院などは議会の承認も必要で、準備を
進めている」として０９年度も募集を実施すべきと主
張した。ほかの委員からも異論が出なかった。
（4/１６MEDIFAXより）

募集定員枠「前年度のマッチ数は確保」／臨
床研修新制度で経過措置
　厚生労働省は４月２３日、医道審議会・医師分科会
医師臨床研修部会を開き、１７日までに募集したパブ
リックコメントを踏まえた新医師臨床研修制度の見
直し案を議論した。
　厚労省は臨床研修病院の募集定員枠の削減率が大
きい場合の経過措置を提示。２０１０年度の研修医募集
で都道府県別の定員上限枠を超えた場合、各病院の
募集定員が極端に減少することがないよう、０９年度
の病院のマッチング数を最低限確保できるよう考慮
する。
　厚労省医政局医事課の杉野剛課長は終了後、記者
団に対し「経過措置によって、大都市部でも前年度
並みの定員数は確保できる。都道府県の定員上限枠
を超えることにはなるが、地域の実情などを踏まえ
ると考慮する必要がある」と述べた。厚労省は今月
中に関係省令や通知の改正を行う予定だ。
　見直し案では、研修医の募集定員が２０人以上の臨
床研修病院に対し、将来小児科医と産科医を希望す
る研修医を対象に、各科２人以上の募集定員を必ず
設けることを求めた。これに対し、「小児科と産科を
定員総枠の１割とするのは大きい。別枠にすべきだ」
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（小川秀興委員・学校法人順天堂理事長）など多数の
反対意見が上がった。杉野医事課長は終了後「今月
下旬の関係省令・通知改正までに、小児科と産科の
募集定員枠の取り扱いについて再検討する」との方
針を示した。
　このほかの修正点については大筋了承された。臨
床研修病院群の中核となる大学病院などを「基幹型
臨床研修病院」とし、協力型臨床研修病院などと連
携して研修を行うとした。基幹型臨床研修病院の指
定基準に適合せず、指定取り消しの対象となる医療
機関には一定の経過措置を設ける。基準を満たさな
いものの研修医の応募数が多いケースなどが想定さ
れ、各病院の事情に合わせて個別に対応する方針だ。
　病院での募集定員枠は過去３年間の受け入れ実績
の最大数とする。募集定員の加算要件となる派遣医
師は「７年以上１５年以下」の臨床経験を有すること
などとした。募集定員に加算する数値は１０人を上限
とする。
　パブコメは、医政局医師臨床研修推進室によると
１００件以上の意見が集まったという。田原克志室長は
同日、メディファクスの取材に応じ、賛否両論が集
まっているとした上で「検討会で議論していた段階
からも賛否両論があり、それら両方を踏まえて見直
し案を作成した。今の骨格は変え難い」と指摘した。
都道府県ごとに設定された定員上限枠についても
「撤廃することは難しい」とし、各病院の募集定員の
設定に当たって激変緩和措置を講じる考えを示し
た。
　都道府県ごとの募集定員上限をめぐっては、地方
の自治体や医師会などから反発の声が上がってい
る。厚労省案で全国で最大の定員削減率（３０.８％）
となった京都府は、地域医療や医学教育の現場に大
きな混乱をもたらすとして、上限枠を撤回した上で
再検討するよう求めた要望書を、舛添要一厚生労働
相に提出した。要望書は京都府知事、京都市長ら２７
市町村長の連名。今回の見直し案は、府内の医師不
足を一層深刻化させ、医療提供体制の崩壊につなが
る恐れがあると強い危機意識を表明している。
　さらに、京都府立医科大と京都大医学部は県域を
越えて医師を派遣していることから、地域ブロック
単位での上限設定についても検討するよう求めてい
る。また、京都府は府立医大に年間１００億円を超える
一般財源を運営費として投入しており、「今回の見直
しは、そうした地方自治体の努力を無にするもの」
と問題視している。

　一方、研修医を大学医局に入局させず、地域の中
核病院で臨床研修を受けさせる「名古屋方式」を実
施してきた愛知県では、愛知県医師会長や病院協会
長など１０団体代表者の連名で、舛添厚労相に見直し
案に対する緊急要望書を提出した。今回の見直し案
の実施によって、病院の救急医療体制が崩壊する危
険性が高く、容認できないとしている。
（4/２０・２４MEDIFAXより）

厚労省改革の「工程表」改定／組織・体制の
改革を追加
　厚生労働省は４月２８日、省内改革の「工程表」を
改定した。厚労省の組織・体制の在り方について、
「厚生労働行政の在り方に関する懇談会」が最終報告
に盛り込んだ提言を具体化した内容を追加したほ
か、工程表の進捗状況を点検した上で２００９年度の取
り組み事項を見直した。
　厚労省は同懇談会の中間まとめを受け、省内改革
を進めるための具体的な取り組みを時系列にまとめ
た「工程表」を２月２４日に公表。その後、同懇談会
の最終報告が３月３０日にまとまったことも踏まえ、
事務次官をチーム長とする「省内改革推進プロジェ
クトチーム」で改定作業を進めていた。
　新たに盛り込んだ組織・体制に関する改革では「医
療・介護の連携」を目指し、医政局、保険局、老健
局の各局長を中心に連絡調整の場の設置を求めた。
これら３局が統一した方針で進める政策テーマや３
局の連携方法、この業務を担うことになる審議官の
任務やスタッフとなる企画官の活用など、組織・体
制の在り方について検討する。検討結果に基づく具
体的な要求は０９年度中に実施する。
　０９年度の取り組み事項の見直しでは、試算に用い
たデータを公表し、行政関係者以外でも政策効果な
どを検証できるようにすることについて、「可能なも
のから順次実施」と明記している。
（4/３０MEDIFAXより）
 
「窓口無料」でも特別料金は徴収可／選定療
養で厚労省が見解
　厚生労働省は４月１４日、自治体が乳幼児医療費助
成制度を導入し乳幼児の窓口負担が掛からない地域
であっても、時間外受診に関する選定療養として特
別料金を徴収することができるとの判断を示した。
メディファクスの取材に答えた。厚労省は「たとえ
乳幼児医療費助成制度を導入していても、時間外の
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選定療養の考え方とは異なるもので、特別料金の徴
収は可能」（保険局医療課）としている。
　軽症の救急外来患者の時間外受診を減少させ、可
能な限り入院医療に特化することを目的に、時間外
の受診者に対して選定療養の特別料金を徴収する病
院が増えている。一方で、「子どもの窓口医療費の無
料化」を掲げて乳幼児の医療費助成制度を導入する
自治体も拡大している。
　厚労省の見解では、医療費助成制度のある地域の
医療機関は、助成対象患者も含めて特別料金の徴収
は可能ということになる。
　一方、厚労省は「地域連携小児夜間・休日診療料」
を算定している医療機関は、選定療養として時間外
の特別料金を徴収することはできないとの解釈も示
した。
　理由について厚労省は「地域連携小児夜間・休日
診療料は、急性発症や増悪した６歳未満の患者で、
やむを得ず夜間・深夜・休日の時間帯に受診した患
者を対象にしているため」（保険局医療課）とし、同
診療料の算定と特別料金の徴収を同時に行うことは
認められないとした。
　医療課のまとめでは、地域連携小児夜間・休日診
療料は２００８年７月１日時点で全国で１５９施設が算定
している。（4/１５MEDIFAXより）
 
全都道府県に訪問看護ネットワークセンター
／厚労省、１２年度までに
　厚生労働省は２００９年度から、訪問看護事業所の業
務を効率化するための「広域対応訪問看護ネットワ
ークセンター」を都道府県と政令指定都市に設置す
る事業を始める。小規模事業所などで業務負担が増
えていることを踏まえ、介護報酬の請求事務や医療
材料の確保などを請け負うことが目的。都道府県と
政令指定都市、または委託された団体などに設置す
る予定だ。厚労省は４月８日付で都道府県などに実
施要綱を通知した。
　同事業は全額国庫負担で、１２年度までに全都道府
県・政令指定都市での設置を目指す。厚労省は「在
宅療養の充実のために、自治体には協力をお願いし
たい」（老健局老人保健課）としている。
　同事業に当たっては、都道府県看護協会や医師会
の代表者、訪問看護事業者らで構成する「訪問看護
推進協議会」を設置し、計画立案などを行う。自治
体や同推進協議会が適当と認める場所にセンターを
つくり、①介護報酬などのレセプト作成や利用者へ

の料金請求を代行する「請求事務等支援事業」②新
規の利用者に関する相談窓口など「コールセンター
支援事業」③特定治療材料や衛生材料の供給システ
ムを整備する「医療材料等供給支援事業」─を実施。
センターは複数の訪問看護事業所と連携し、同事業
を行うことになる。
　全国訪問看護事業協会が０７年に実施した調査で
は、赤字経営の訪問看護事業所は約３割に上った。
職員数が１０人以下の小規模事業所ほど赤字割合が高
く、業務負担の軽減や事業規模の拡大が必要と指摘
されている。厚労省は今回のセンター事業により、
小規模事業所をはじめとした訪問看護事業所の経営
の安定化を図る考えだ。（4/２０MEDIFAXより）

捜査機関への通知、判断基準を明示／死因究
明で厚労省研究班
　厚生労働省が検討を進めている「医療安全調査委
員会（仮称）」をめぐる議論で、調査委から捜査機関
への通知対象として示している「標準的な医療から
著しく逸脱した医療」の具体的な判断基準を盛り込
んだ報告書を、厚生労働省研究班がまとめた。判断
基準は「故意に近い悪質な医療行為に起因する死亡、
または死産の疑いがある場合」とし、①医学的根拠
のない医療②著しく無謀な医療③著しい怠慢―がそ
れに当たると解説。それぞれの具体例を示している。
近く研究班ホームページに掲載する予定だ。
　「医学的根拠のない医療」については、根拠がなく
独断で効果的と考えた医療行為をして、患者が死亡
した場合とした。具体例として、腹痛を訴えて救急
外来に来院した患者に対し、虫垂炎を疑わせる所見
がないにもかかわらず虫垂炎手術を行い、術中に誤
って消化管損傷を起こして死亡させた事例などを挙
げている。
　「著しく無謀な医療」としては①危険性が少なく有
効なほかの選択肢があることを知った上で、危険性
が高い医療行為を行った場合②その医療技術をまっ
たく習得していないにもかかわらず独断で医療行為
を行った場合─を挙げた。「著しい怠慢」は致命的に
なる可能性が高いことに気付きながら何もしなかっ
た場合とした。
　ただ、通知の対象になり得る医療行為があっても、
緊急的な措置が必要だった場合や離島などの環境も
考慮し、捜査機関への通知対象にならないこともあ
り得るとしている。
　報告書は、２００８年度の厚労科学研究「診療行為に
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関連した死亡の調査分析に従事する者の育成及び資
質向上のための手法に関する研究」の分担研究班が
まとめた。捜査機関への通知は、医療者の倫理に照
らし「故意に近い悪質度の高さ」を判断することが
適切とし、「特定個人の責任に帰されるべきか」の観
点から通知範囲を検討していた。
　一方、医療機関から調査委への届け出については、
第３次試案で判断基準として示されていた「死亡を
予期できたかどうか」を、「一定の確率で発生する合
併症として医学的・合理的に判断できるか」との表
現に明確化すべきとした。
　また、「誤った医療を行ったことが明らかか」につ
いては「判断に医学的専門性を必要としない、誤っ
た医療を行ったことが明らかか」とするよう提案し
た。（4/２７MEDIFAXより）

ＰＩＣＵ「今よりかなり多い数必要」／外口
医政局長
　厚生労働省医政局の外口崇局長は４月２２日の衆院
厚生労働委員会で、厚労省の検討会で議題に挙がっ
ている小児集中治療室（ＰＩＣＵ）の整備状況につ
いて「今よりかなり多い数が必要になる」との認識
を示した。阿部知子氏（社民）の質問に答えた。
　阿部氏は、救命救急センターのＰＩＣＵの整備状
況について「全国に２１４カ所（救命救急センターが）あ
っても、子どもを専用に受け入れてくれるのは１９床
しかない」と指摘。中学生程度までを対象に診療す
る小児専門病院でも「最大限見積もっても、８５床し
かない」と述べ、ＰＩＣＵの少なさを問題視した。
　ＰＩＣＵの整備体制をめぐっては、厚労省の「重
篤な小児患者に対する救急医療体制の検討会」で議
論している。具体的に必要な病床数について外口局
長は「厚労省の検討会での議論を踏まえて必要な対
策を講じたい」と述べるにとどめた。
（4/23MEDIFAXより）

ＤＭＡＴ、５９６チームを養成／参院厚労委で
外口局長
　厚生労働省医政局の外口崇局長は４月２１日の参院
厚生労働委員会で、大地震など災害発生時に被災地
に駆け付けて救急治療を行う災害派遣医療チーム
（ＤＭＡＴ）を「２００９年３月末時点で５９６チームを養
成した」と発表した。山本博司氏（公明）の質問に
答えた。
　ＤＭＡＴは、被災地で救急治療などを行うための

専門的な訓練を受けた１チーム５人からなる医療チ
ーム。政府の中央防災会議で、１１年度末までに１０００
チームまで増強することとしている。
　外口局長は、ＤＭＡＴ養成のペースとして「毎年
約１２０チームを養成する予定」と述べ、政府の目標達
成に意欲を示した。また、被災地の状況を都道府県
や医療機関が共有するための「広域災害救急医療情
報システム」（ＥＭＩＳ）を導入しているのは、０９年
４月現在で３９都道府県と公表した。
（4/２２MEDIFAXより）

直接来院患者の拒否「応召義務違反でない」
／外口医政局長
　メキシコなど新型インフルエンザまん延国への渡
航歴や患者との接触歴が認められる発熱患者が、発
熱相談センターを通じずに一般外来を受診した場合
について、厚生労働省の外口崇医政局長は５月８日
の参院厚生労働委員会で、医療機関が診療を拒否し
たとしても医師法第１９条の応召義務の違反には当た
らないとの考えを示した。古川俊治氏（自民）の質
問に答えた。
　発熱患者が医療機関での診察を拒否されたとの苦
情が相次いだため、厚労省は６日付で医療機関向け
に患者への対処方針を示した事務連絡を発出してい
る。事務連絡によると、まん延国への渡航歴や患者
との接触歴が認められる発熱患者が、じかに発熱外
来を置かない医療機関を受診した場合について、医
療機関は患者にまずは発熱相談センターに電話で相
談し、センターが紹介する医療機関を受診するよう
勧めるとしている。
　古川氏は「これは要するに診療を拒否するものだ
が、医師法１９条の応召義務違反に当たらないのか」
と指摘した。
　これに対し、外口局長は「新型インフルエンザの
感染拡大防止が必要な現時点では応召義務違反には
ならないのではないかと考えている」と答えた。
　さらに、事務連絡では、発熱相談センターの指導
に従い発熱患者が発熱外来を置かない医療機関を受
診した場合は、医療機関は患者にマスクの着用を指
導するなど感染予防に必要な指導を行った上で診察
することとしている。
　このケースについて外口局長は「発熱相談センタ
ーで新型インフルエンザの可能性が極めて低いと判
断した場合の対処方針を示したもの」と述べ、基本
的には普通に発熱した患者と同等に扱うべきだとし
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た。（5/１１MEDIFAXより）
 
救急隊の照会回数を記録／受け入れ拒否問題
で提言
　総務省消防庁の救急統計活用検討会は４月２２日、
救急搬送の受け入れ拒否問題などの実態把握に向
け、救急隊が医療機関に患者の受け入れが可能かど
うか照会した回数を記録するよう求める報告書をま
とめた。
　医療機関の受け入れ状況を示す統計データには現
在、「転送」という項目がある。しかし、地域によっ
て、救急車が医療機関に到着後に受け入れを断られ
たケースだけだったり、車内からの照会も含めたり
と統一性がなかった。
　このため検討会は、受け入れの可否が事実上決ま
る「照会」について、実態を把握する必要があると
指摘。併せて、受け入れ拒否の理由も報告すべきと
している。
　報告書ではこのほか、患者ごとにきめ細かい対応
ができるよう、患者の年齢区分を新生児から高齢者
までの５種類から、高齢者を７５歳未満とそれ以上に
分けるなどして９種類に増やし、疾病の区分も細分
化するよう求めている。
　報告書を受け、消防庁は今後、関係学会などと協
議。報告項目の定義を明確化した上で、新たな統計
システムの普及を進める。
　救急搬送の記録は、個別の出動ごとにオンライン
に入力、最終的に消防庁が全国の状況を集約してい
る。【共同】（4/２４MEDIFAXより）
 
「２２００億円」見直し含め検討／財政審の西室
会長、６月の建議に向け
　財務省の財政制度等審議会は４月２１日、財政制度
分科会・財政構造改革部会を開き、６月にも公表す
る建議の策定に向けて社会保障制度をテーマに議論
した。西室泰三会長は会議終了後の記者会見で、社
会保障費の自然増２２００億円削減問題について「もう
一度、リアリスティックに２２００億円削減だけを金科
玉条とすることが正しいのか論議せざるを得ない」
と強調。医療現場の実情を踏まえ、削減見直しを含
めて検討する考えを示した。財政審は今回を含め３
回にわたって社会保障全般について議論する。西室
会長は「今回の建議では、社会保障が重要という認
識がある」と述べた。
　西室会長は、２２００億円削減問題について「小泉政

権の５年間で、１.１兆円（毎年２２００億円）削減するこ
とができたので、今後もやったらどうかということ
で出てきたもの」と解説。「現実問題、国民の安全・
安心を考えると、ミニマムはここまでやらないとい
けないという計算を社会保障国民会議で検討した。
その実現を考えるのは行政として必要なことだ」と
も述べた。
　同日の会合では、医師の偏在問題についても議題
に上がった。ある委員はドイツを例に挙げて「国を
１２に、診療科を１４に分けてそれぞれ定員を定め、１０％
を超えると開業しないように指導するシステムがあ
る」と紹介。偏在解消に向けて、ドイツの実例を詳
細に調べた上で検討する必要があると提案した。
（4/２２MEDIFAXより）

医療安全調査委法案「内容を了承」／法務
省・警察庁の幹部
　法務省と警察庁の幹部が４月２１日、参院厚生労働
委員会に参考人として出席し、厚生労働省が検討を
進めている「医療安全調査委員会（仮称）」創設を盛
り込んだ第３次試案と法案大綱案について、それぞ
れの官庁として内容を了承していると説明した。西
島英利氏（自民）の質問に対する答弁。
　法務省の甲斐行夫大臣官房審議官は「厚生労働省
の策定した第３次試案の内容については、事前に協
議を受け、公表することを合意している」と指摘。
警察庁の西村泰彦長官官房審議官も「第３次試案、
大綱案の策定、公表に当たっては警察庁としても協
議にあずかり、内容について了承している」と述べ
た。
　また、警察へ通知することになる「標準的な医療
から著しく逸脱した医療」について、厚労省の外口
崇医政局長は「個々の事例ごとに、病院等の規模や
設備、地理的環境、医師等の専門性の程度、緊急性
の有無、医療機関全体の安全管理体制の適否等を勘
案する」と解説した。
　さらに、「標準的な医療から著しく逸脱した医療」
の判断基準として、２００８年度の厚生労働科学研究で
は「故意に近い悪質な医療行為に起因する死亡の疑
いがある場合とし、医学的根拠のない医療、著しく
無謀な医療、著しい怠慢を通知の対象とする」と提
案していると紹介。「こうした議論を踏まえて検討し
ていきたい」と述べた。（4/２２MEDIFAXより）
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教育指針を改訂、実習を充実へ／医学教育カ
リ検討会が報告書
　文部科学省の「医学教育カリキュラム検討会」は
４月１３日、卒前・卒後の一体的な医師教育体制の構
築に向けて基本的な方向性を示した報告書（意見の
取りまとめ）をまとめた。基本的診療能力の習得や
地域医療を担う意欲・使命感の向上などを柱とし、
具体的な方策として、大学での医学教育の指針とな
る「モデル・コア・カリキュラム」の改訂や、臨床
実習に必要な最低単位数を法令上明確化することな
どを求めている。
　報告書では、医学教育の現状について「臨床実習
の内容・程度には大学間、診療科間で格差があり、
個々の診療科等で独立して実施されている状況も見
られ、診療参加型臨床実習への転換は必ずしも十分
ではない」と指摘。
　改善に向けた基本的な方向性として①基本的診療
能力の習得と将来のキャリアの明確化②地域の医療
を担う意欲、使命感の向上③基礎と臨床の有機的連
携による研究マインドの涵養④学習成果を生かす多
面的な評価システムの確立⑤医学教育の充実に必要
な指導体制の強化―の５点を挙げた。
　基本的な方向性を具体化させるため、モデル・コ
ア・カリキュラムを改訂し、内科や外科など基本科
目の実習を充実させることや、地域の多様な現場に
触れ、地域の人々に接する機会を設けることを提案
した。
　基本的診療能力を習得させるための方策として
は、大学設置基準の改正によって臨床実習に必要な
最低単位数を法令上明確化させることや、診療科横
断的に臨床教育の企画・調整を行う委員会を大学に
設ける必要性を指摘した。
　地域医療を担う意欲や使命感の向上のため、大学
が医療機関や自治体、医師会と一体となって地域全
体で医師を養成・確保するシステムの構築を推進す
るとしている。（4/１４MEDIFAXより）

産科医当直は「労働時間」／奈良地裁、県に
割増賃金支払い命令
　県立奈良病院（奈良市）の産科医２人が、２００４年、
０５年の当直勤務の時間外割増賃金など計約９２００万円
の支払いを県に求めた訴訟の判決で、奈良地裁（坂
倉充信裁判長、異動のため一谷好文裁判長代読）は
４月２２日、当直を時間外労働と認め、計約１５００万円
の支払いを命じた。奈良県は当直１回につき２万円

の手当を払うのみだった。弁護士によると、医師の
当直が労働時間に当たるかどうか争われた訴訟は初
めて。当直に定額手当しか支払わない例は全国にあ
り、ほかの病院にも影響を与えそうだ。
　判決は「産科医は待機時間も労働から離れていた
とは言えず、当直開始から終了まで病院の指揮下に
あった」と指摘。当直は労働基準法上の時間外労働
に当たり、割増賃金支払いの対象になるとして「現
実に診療をした時間だけが労働時間」とする県側主
張を退けた。
　判決によると、産科医２人は０４－０５年にかけてそ
れぞれ約２００回、夜間、休日に当直勤務をした。その
際、分娩に立ち会うことも多く、異常分娩の時に診
療行為をすることもあった。さらに、病院での宿直
時は睡眠時間を十分取ることは難しく、当直中はポ
ケベルを携帯し、呼び出しに速やかに応じることを
義務付けられていた。判決は時効となった０４年１０月
以前を除いた分について、手当を支払うよう命じた。
一方、休日も自宅で呼び出しに備える「宅直勤務」
について、判決は「医師が自主的に設けたもので病
院の指示ではない」として労働時間と認めなかった。
判決後、原告の産科医らは「緊急事態に対応するた
めにはコストがかかることを考えてほしい」などと
コメントした。
　当直勤務をめぐっては、ビル管理会社社員の宿直
を労働時間とした最高裁判決がある。
【共同】（4/２４MEDIFAXより）

経済対策、効果に半信半疑／連合会長
　連合の高木剛会長は４月１３日、日本外国特派員協
会で講演し、政府の追加経済対策について「内需の
核になる家計消費のプラスになるものが、非常に少
ない」と述べた上で、「（景気が）夏ごろ、秋、暮れ
には回復したということになるのか、半信半疑だ」
と効果に疑問を呈した。（4/１４MEDIFAXより）

市場原理主義で医療格差の拡大進む／日医総
研ＷＰ
　日医総研はこのほど、「市場原理主義が日本と日本
の医療にもたらしたもの」をテーマにワーキングペ
ーパー（ＷＰ）をまとめた。ＷＰは、厚生労働省の
「概算医療費データベース」に基づき、５００床以上の
大規模病院は２０００年度から０６年度までに医療費シェ
アを１９.５％から２０.２％に増加させたと指摘。一方、医
療施設（動態）調査では、５００床以上の病院は４９６施
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設から４７９施設に減少しているとして、特定の医療機
関への資源の集中が現実のものになりつつあると強
調した。
　さらに、地方などで医療機関の閉鎖・縮小が相次
いだことから、医療費が「勝ち組」となった大規模
病院に集中しているとした上で、医療分野での「市
場原理主義」に基づく施策が、大規模病院への資源
の集中を招いたとの問題意識を表明。平均在院日数
の大幅な短縮化や医療機能の集約化は、結果的に「医
療難民」「介護難民」として苦しむ患者を増やすこと
になるとし、市場原理主義からの脱却を強く訴えた。
（5/１１MEDIFAXより）

 

新要介護認定で「経過措置」通知／軽度判定
でも従来の要介護度可
　厚生労働省は４月１７日、要介護認定の新方式での
判定結果が従来と異なる場合、認定申請者の希望が
あれば従来の要介護度で介護サービスが受けられる
経過措置について、都道府県に通知した。経過措置
の実施期間は、新要介護認定制度の検証が終了する
まで。
　対象者は更新申請を行う以前の要介護・要支援状
態とすることを希望する利用者。市町村は更新認定
時に申請者に対し「従来の要介護度とする必要があ
るかどうか」「必要であれば①軽度の場合②重度の場
合③軽度でも重度でも―のいずれを希望するか」を
聞く。通知では利用者の意思確認をするための様式
例として「要介護認定等の方法の見直しに係る経過
措置希望調書」を提示している。申請者は希望する
内容を書面に記載しなければならないが、申請者自
身が記載できない場合は、市町村がその意思を確認
して書面に残しておかなければならない。
　申請者が従来の要介護度を希望する場合、認定審
査会は従来の要介護状態区分に沿った審査・判定を
行うことになる。見直し後の要介護認定を検証する
ために、厚労省は市町村に対して経過措置を行った
利用者のデータや、希望を反映する前の判定結果な
どを情報提供するよう求めている。
（4/２０MEDIFAXより）

介護保険制度改正の議論に着手／自民・介護
委、次回は療養病床問題
　自民党の社会保障制度調査会・介護委員会は４月
２３日、厚生労働省から介護分野での経済危機対策や
第４期介護保険料、要介護認定の見直しに伴う経過
措置について説明を受けた。田村憲久委員長は会議
終了後、記者団に対し、同委員会で介護保険制度改
正に向けた議論を始める考えを示した。５月の連休
明けに開く次回会合で療養病床問題についてヒアリ
ングを行った後、法改正への議論を始める見通しだ。
　田村委員長は、同日の会議で「介護保険の制度自
体が心配」との声が上がったとした上で「党委員会
としては、次の（介護保険法）改正に向かっての骨
太の議論をしていく。選挙向けではなく政治家とし
ての議論が必要。政権を取ろうが取るまいが、党と
してこの問題を検討していかなければならない」と
話した。現行制度については「公費負担５割は限界
が来ている」と述べ、介護保険料の引き上げも視野
に、財源問題を検討する必要があるとした。
（4/２４MEDIFAXより）

新要介護認定の経過措置「新規の人には不公
平」／民主・山井氏
　新要介護認定の経過措置について、民主党の山井
和則衆院議員は４月２３日の同党介護保険改革チーム
の会合で「新規の人は選択の余地がない。新しい人
は有無を言わさず新しい基準しか選べない」と述べ、
新たに要介護認定を受ける人も希望すれば古い基準
を当てはめるべきだと主張した。
　経過措置は、更新申請を行う人を対象に、希望す
れば従来の要介護度を維持することを認める内容。
新たな基準で要介護度が軽度になるなどの不安を持
つ人に対応するため、厚生労働省による新基準の検
証結果が出るまでの間は今までの要介護度を認める
ことになっている。
　山井氏は「もし経過措置が認められるなら新規の
人にも古い認定で受けられないと不公平だ」と述べ、
新たに認定を受ける人にも配慮すべきとした。
　厚生労働省老健局老人保健課の鈴木康裕課長は
「今回の経過措置の考え方は、今、受けているサービ
スが今回の見直しの結果、受けられなくなる不安に
対応するというものだ」と説明し、新たに認定を受
ける人が疑問を感じた場合は「区分変更申請」で対
応するとした。（4/２４MEDIFAXより）
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要介護認定見直し、３段階で検証作業／厚労
省検討会が初会合
　厚生労働省は４月１３日の「要介護認定の見直しに
係る検証・検討会」で、２００９年４月施行の新要介護
認定制度の検証を開始した。旧方式と新方式の要介
護認定の結果を比較することで、見直し後の結果が
全体として大きく変化していないかどうかを検証す
る。老健局老人保健課の鈴木康裕課長は「長期的に
はケアマネジメントまで一定程度入った広い部分に
ついて検討する」と述べ、短・中・長期の３段階で
検証作業を行う方向性を示した。
　新方式の検証は厚労省が収集した自治体別の審査
件数などのデータや市町村の提供データを使用。制
度見直し前後での①１次判定での各要介護度の分布
②２次判定での１次判定の変更率③２次判定での各
要介護度の分布─を比較、分析する。
（4/１４MEDIFAXより）

要介護認定の内部文書「局内の資料」／厚労
省が存在認める
　要介護認定の見直しによる軽度化が介護給付費の
抑制につながるとした厚生労働省の内部資料の存在
を共産党の小池晃参院議員が指摘した問題で、資料
の調査を行っていた厚生労働省は４月１３日、「局内の
打ち合わせで用いた資料と確認された」とする報告
書を取りまとめた。厚労省は１４日の参院厚生労働委
員会で調査結果を報告する。
　宮島俊彦老健局長は同日の「要介護認定の見直し
に係る検証・検討会」で老健局の内部資料だったこ
とを報告。「介護報酬引き上げが避けられない中で財
源をどうするか。実現可能性を問わず作成された資
料。実際に行ったものはほとんどない」と述べた。
　小池氏が指摘した内部文書は、要支援２と要介護
１の割合を「５対５」から「７対３」に近づけると
する「要介護認定２００９年度制度改正案」と、要介護
度の重度変更率を減少させることを想定して介護給
付費の縮減効果額を示した「０９年予算要求スケジュ
ールの取り扱いについて（案）」「介護給付費の縮減
効果額（給付費ベース）」。
　報告書によると、「要介護認定改正案」は０８年４月
２４日に老人保健課が作成した。ただ、制度見直しに
向けて実施したモデル事業では、旧方式で「要支援
２が５１％、要介護１が４９％」、新方式で「要支援２が
４５％、要介護１が５５％」と、いずれも７対３にはな
っていない。報告書は、新方式ではむしろ要介護１

の割合が高くなっているとし、自治体に対し「７対
３」にすべきとの指導を行った事実はないとした。
　一方、「介護給付費の縮減効果額」に関する資料は
０８年２月６日に総務課が作成した。報告書は、１年
後の０９年度介護報酬改定がプラス改定となった場合
を想定し、財源確保のために、実現可能性は問わず
老健局内の議論のために作成した資料とした。また、
資料の中で触れている「要介護認定の適正化」は、
都道府県の介護給付適正化計画に基づく適正化事業
を指すとし、０９年４月の要介護認定制度の見直しと
は無関係とした。（4/１４MEDIFAXより）

「交付金」による処遇改善も調査へ／０９年度
介護報酬改定、検証開始
　厚生労働省は４月２０日、社会保障審議会・介護給
付費分科会の下に設置した「調査実施委員会」の初
会合を開き、２００９年度介護報酬改定が介護従事者の
処遇改善に反映されているかどうかの検証を始め
た。０９年９月末での給与や賞与引き上げ状況を調査
し、１０年２－３月頃に調査結果をまとめる。
　厚労省の宮島俊彦老健局長は「プラス改定の影響
と合わせて、緊急経済対策での処遇改善交付金の影
響も検証していかなければならない」と述べ、政府
の緊急経済対策に盛り込まれた「介護職員処遇改善
交付金」（仮称）の影響も調査する方針を示した。交
付金の影響度調査については１０年度になる見通し
だ。
　５月中旬の次回会合で調査内容を決め、６月の介
護給付費分科会に報告。調査は１０月に行い、翌年２
－３月にかけて結果をまとめる。調査結果は１０年４
月以降の介護給付費分科会で報告する予定だ。
（4/２１MEDIFAXより）
 
第４期介護保険料は平均４１６０円／伸び率は
１.７％で過去最低
　厚生労働省は４月２３日、第１号被保険者（６５歳以
上）の第４期介護保険料が、第３期と比べて１.７％増
の平均４１６０円（月額）になったと公表した。介護保
険料の伸び率は過去最低で、厚労省老健局介護保険
課は「各市町村の介護給付費準備基金の取り崩しと、
介護報酬引き上げに伴う保険料増の軽減措置で伸び
率が抑えられた」としている。
　第３期の保険料基準額を引き上げた保険者は約
５５％（９０２保険者）で、残りの約４５％（７２６保険者）
は据え置くか引き下げていた。保険料基準額の分布
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状況は「３５０１円以上－４０００円以下」（３４.３％）と「４００１
円以上－４５００円以下」（３１.０％）が全体の約６割を占
めた。
　都道府県別で保険料基準額が高かったのは青森
（４９９９円）で、次いで沖縄（４８８２円）、徳島（４８５４円）
の順。最も低かったのは千葉（３６９６円）だった。厚
労省は「全国レベルで見たら明確な傾向はない」と
した上で、保険料が高い自治体は①介護サービスの
受給率が高い②財政安定化基金の償還のための保険
料上乗せ―などが、低い自治体は①準備基金の積極
的な取り崩し②元気高齢者が多い―などの傾向がそ
れぞれ見られるとしている。
　第４期介護保険料に当たっては介護給付費準備基
金総額の約７３％に当たる約３０００億円が切り崩されて
おり、これによる保険料軽減の影響は約３００円。２００９
年度介護報酬改定での３.０％引き上げに伴う保険料
増を抑制する「介護従事者処遇改善臨時特例交付金」
の影響は約６５円だった。これらの結果、介護保険料
の伸び率が抑制され、第１期から第２期では１３％増、
第２期から第３期は２４％増だったのに対し、第４期
では１.７％増にとどまった。
　特例交付金はプラス３.０％による初年度上昇分の
全額、次年度の半額を一括して交付するが、約８割
の保険者が３年間同じ保険料を設定するとしてい
る。（4/２４MEDIFAXより）
 
要介護認定の新方式「即時中止を」／保団連
　保団連は４月２０日、２００９年４月からの要介護認定
の新方式の即時中止を求める声明を発表した。軽度
判定でも従来の要介護度で可能とする経過措置につ
いて「新たに認定を受ける人には何の手だてもなく、
小手先の対策」と指摘し、新制度の見直しを要望し
た。
　要介護度の軽度化が介護給付費の抑制につながる
とした厚生労働省の内部資料については「政府の政
策決定を前に制度運営の改悪を老健局が検討してい
たことを公式に認めたもので、大問題」と主張した。
（4/２１MEDIFAXより）

 

京都府内救急搬送さらに悪化／０８年実態調査
まとめ 
　京都府が４月２３日までにまとめた２００８年の府内救
急搬送受け入れ実態調査で、搬送した重症患者のう
ち、複数の医療機関に受け入れを照会したケースが
２割近くを占め、９病院から受け入れを断られたケ
ースや、受け入れ先が決まらず救急車が現場に１５０分
以上滞留したケースも３件あった。 
　府消防安全課のまとめによると、０８年の救急搬送
人員は約１０万４４００人。うち重症患者は約８３００人だっ
た。重症患者を複数の医療機関に照会したケースは
２３６０件で１７％を占め、全国平均（１５％）や０７年の府
調査（１５％）を上回った。 
　また、照会回数が４回以上だった例は１９６件あり、
受け入れ先が決まらず、救急車が現場に３０分以上滞
在したケースも１８８件（２.６％）あった。 
　受け入れに至らなかった理由は「手術中・患者対
応中」（２９％）が最も多く、次いで「処置困難」（２４％）、
「ベッド満床」（２１％）だった。 
　産科・周産期の患者では、病院を４カ所探したケ
ースが４件、小児患者の搬送では８病院に断られた
例が２件あった。 
　京都府の救急搬送受け入れ実態調査で、搬送先の
照会回数が１０回に達したケースが明らかになった。 
　南丹市で０８年２月に発生した交通事故で、５０代の
女性が脚に大けがを負った。京都中部広域消防組合
消防本部（亀岡市）が、病院の受け入れ状況を示す
府救急医療情報システムで確認した医療機関などに
電話で照会したが、「ベッド満床」「他の患者に対応
中」などを理由に９回断られ、京都市内の病院に搬
送したのは、救急車が現場到着してから８０分後だっ
たという。 
　同消防本部は「日曜で診療体制が整っていなかっ
たのが原因ではないか」とみている。  

国の研修医削減修正案　「一定配慮」と評価
／京都府知事、本質的解決まだ 
　国の臨床研修制度見直し案で、２０１０年度はおおむ
ね現状維持とする厚生労働省の修正案について、京
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都府の山田啓二知事は４月２４日、「最初のとんでもな
い話からすると、府の事情にも一定配慮してくれた」
と評価した。その上で、「（医師不足の）本質的な解
決にはまだ至らない」とし、引き続き、各府県の実
情を反映した制度づくりを国に求めていく考えを示
した。 
　当初、国の臨床研修制度見直し案では、厚労省の
試算によると、京都府の場合、「１９０人の削減（削減
率３０％）」となり、全国の都道府県の中で、最も厳し
い定員削減を迫られていた。 
　これに対し、府などは「府内の医師不足をさらに
深刻化させる」と強く反発。同省は２３日、激変を緩
和するため、来春に限り前年の受け入れ実績を考慮
するよう修正した案を示した。山田知事は定例会見
で、「３割カットのような急変はしないと聞いている
が、全体像が分からず、その後が未定だ」と、新た
な研修医制度の成り行きを不安視するとともに、「府
が医師確保に向けて税金を投入して頑張ってきた評
価を明らかにするよう求めたい」と強調した。 

夜間・休日、南部に統合／京都府の精神科救
急窓口 
　京都府は２００９年度から、精神科救急の手薄な夜間
と休日の相談窓口となる北部（舞鶴市）と南部（京
都市）の「精神科救急情報センター」を南部に一本
化した。北部は専従の医療スタッフが確保できず、

相談件数も南部の２割と少ないため、統廃合を決め
た。 
　情報センターは、精神科救急の要として、国が１９９５
年に制度化した。夜間と休日に患者や家族から電話
を受け、相談員が病状や緊急性を見極めて入院先を
紹介したり、警察や保健所に連絡する。 
　京丹波町以南を受け持つ南部は京都精神保健福祉
協会（京都市上京区）が０２年度から、北部は国立病
院機構舞鶴医療センター（舞鶴市）が０６年度から、
それぞれ府の委託を受けて運営している。 
　しかし、医療センターによると、相談員の精神保
健福祉士を募集しても、まったく集まらず、医師や
看護師が午後１０時まで相談を受け持つ状況が続いて
いた。南部は約２０人の相談員がいる。また、０７年度
の相談件数は南部の２８５０件に対し、北部は５５０件だっ
た。 
　このため、府は０８年末に南部への統廃合を舞鶴医
療センターに打診した。福祉協会も了解し、０９年３
月に統廃合が決まった。 
　府は、南部の相談員がスムーズに北部の業務を引
き継げるように、精神科救急の基幹病院でもある舞
鶴医療センターの医師、看護師たちと意見や情報の
交換会を５月に開く。 
　府障害者支援課は「統廃合で救急医療の態勢が崩
れる訳ではない。北部の人は電話代がかさむが、対
応時間は増える」としている。 
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新型インフルエンザ総合コールセンター
（専用電話相談窓口）
　新型インフルエンザに関する相談について、２４
時間対応します（土・日曜日・祝日含む）。
　電話番号：０７５-４１４-４７２６ 
　FAX番号：０７５-４１４-５９２２ 

発熱相談センター
　発熱相談センターは、電話相談で、受入が可能
な医療機関の紹介を行います。
●京都府内保健所（２４時間対応）
　乙訓保健所………０７５-９３３-１１５３
　山城北保健所……０７７４-２１-２９１１
　山城南保健所……０７７４-７２-０９８１
　南丹保健所………０７７１-６２-２９７９
　中丹西保健所……０７７３-２２-６３８１
　中丹東保健所……０７７３-７５-０８０６

　丹後保健所………０７７２-６２-４３１２ 
●京都市保健医療課（２４時間対応）：０７５-２２２-３４２１
●京都市内保健所（平日、８時３０分から１７時） 
　北保健所…………０７５-４３２-１４３８
　上京保健所………０７５-４３２-３２２１
　左京保健所………０７５-７８１-５１７１
　中京保健所………０７５-８１２-２５９４
　東山保健所………０７５-５６１-９１２８
　山科保健所………０７５-５９２-３４７７
　下京保健所………０７５-３７１-７２９１
　南保健所…………０７５-６８１-３５７３
　右京保健所………０７５-８６１-２１７７
　西京保健所………０７５-３９２-５６９０
　伏見保健所………０７５-６１１-１１６１  

厚生労働省による電話相談窓口：０３-３５０１-９０３１ 
　（９時－２１時、土・日曜日・祝日含む）

京都府ＨＰより



　統廃合した「府精神科救急情報センター」はTEL：
０７５（３２３）５２８０。  

無届け老人ホーム３カ所把握できず／府、舞
鶴と福知山再調査で判明 
　３月に群馬県渋川市の無届けの高齢者入所施設で
１０人が死亡した火災を受け京都府が施設調査したと
ころ、無届けの有料老人ホームが舞鶴市と福知山市
の計３カ所に存在することが、５月１日分かった。
無届けの施設について、府は火災直後の厚生労働省
の照会で「ゼロ」と答えていたが、あらためて調査
した結果、判明したという。 
　府によると、３カ所は個人や有限会社が民家を使
って運営し、定員が４－１０人。食事や掃除、入浴な
どの介護を受けながら暮らせる施設で、月額１０－１５
万円の料金をとっているが、老人福祉法に基づき府
に「住宅型有料老人ホーム」の設置届が必要になる。 
　府によると、特に処遇や消防設備面で大きな問題
点は見当たらなかったが、早急に届け出するよう指
導し、各施設とも了承したという。無届けについて
は「届け出が必要なことを知らなかったようだ」と
している。 
　３施設を当初把握していなかったことについて、
府は「反省するが、無届けかどうかは外見上、見極
めにくい。今後、より地域と連携し、実態把握した
い」と説明している。

高齢結核率、京都で上昇／６０歳以上７割超に 
　結核患者数に占める高齢者の割合が、京都市内で
年々高くなっている。結核患者は京都市を含め全国
的に減少傾向にあるが、２００８年速報値で市内の６０歳
以上の患者割合が初めて７割を超え、全国平均を大
きく上回るとみられている。市は「高齢化率が高く
なり、体力の低下が一因」とみているが、今後も増
加する可能性が高く、早期の受診を呼びかけてい
る。 
　市内の結核患者数は０４年４２８人、０５年４０７人、０６年
３６６人、０８年３３７人と減少傾向にある。人口１０万人当
たりの患者数を示す罹患率も２９.２（０４年）から２３.０
（０８年）に減った。 
　しかし、患者に占める６０歳以上の高齢者の割合は
年々増加。０４年は５９％（２５３人）だったが、０５年には
６６％（２６９人）、０７年６９％（２６７人）にアップし、さら
に、０８年には７２％（２４４人）と初めて７割を突破し
た。高齢患者は全国的にも微増傾向にあるが、０７年

で比較すると、京都市は全国平均（６２％）を７ポイ
ントも上回っている。 
　高齢者の比率が上昇している理由について、市は
「京都市はほかの同規模の都市と比べて高齢化率が
高く、戦前戦後に結核がまん延した時代に感染し、
体力が衰えてきた今になって発症しているのでは」
と分析している。 
　京都府によると、近年、府内でも高齢者の患者比
率が高水準で推移しているという。 

離職看護師“掘り起こし” ／不足解消へ京
都市対策 
　京都市は市内の看護師不足対策として、看護学科
がある大学などと連携し、看護師資格を持ちながら
現場を離れている人の復帰支援や現役看護師の能力
を高める研修システムを構築する。２０１１年度からの
研修開始を目指し、大学や病院との協議を進める。 
　市が０８年１２月から０９年１月に市内で２００床以上あ
る２１病院に聞いたところ、就職から１０年未満で約
７２％の看護師が離職していた。出産を機に離職した
場合、育児が一段落するまでの医療技術の進歩につ
いていけないとの不安から、復帰に二の足を踏むケ
ースが多いとみられ、看護師不足の要因にもなって
いるという。 
　現場への復帰支援策としては、府看護協会による
求人紹介や講習が行われているが、市は大学との連
携による研修に力を入れ、看護学科のある大学の教
員に復帰前の実習を委託し、病院側の研修受け入れ
による負担を軽減して最新医療技術が学べる仕組み
をつくる。 
　また、現役看護師ががんや認知症など専門分野を
学べる場も提供し、活動の幅を広げて定着率アップ
を図る。 
　市は１１年度末に市立看護短大を廃止し、佛教大が
新設予定の看護学科の運営に協力する方針で、他大
学でも看護学科設置の構想がある。これらの看護系
の大学と病院、市が協力する新たな枠組みで、「看護
師の離職を抑え、有資格者の掘り起こしにつなげた
い」（保健福祉局）としている。  

麻しん予防で集団接種始まる／京都市の市立中 
　２００８年度から全国の自治体で中高生を対象に始ま
った麻しん予防接種事業で接種率が伸び悩み、京都
市でも全国平均をやや上回ったものの７割程度にと
どまっている。原則的に医療機関で個別接種が求め
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られることが要因とみられるため、市は集団接種に
切り替え、４月１６日から市立中で取り組みを始め
た。 
　麻しんは一般的に子どもがかかるとされ、国は就
学前１回の接種を無料にしてきたが、近年、大学生
など成人にも流行。国はより確実に防ぐため、０６年
度から就学前２回の接種を無料にする制度に改め
た。各自治体では０６年度時点で就学している児童・
生徒にも２回目接種を受けさせるため、０８年度から
１２年度の５年間、中学１年と高校３年を対象に無料
の麻疹予防接種に取り組んでいる。 
　しかし、個別接種が原則のため接種率は伸び悩み、
０８年度の中学１年接種率は全国平均６６.２％（０８年１２
月末時点）。京都市でも学校を通じた広報や個別に接
種を勧めるハガキを送付したが、６８％（０９年２月末）
にとどまった。 
　京都市は接種率を高めていくため、０２年度のＢＣ
Ｇ接種以来となる学校での集団予防接種を中学１年
を対象に実施することにした。高校３年は今後も個
別接種だが、１２年度までに目標の接種率９５％達成を
目指す。 今後１１月までに市内７３校で約１万人が接種
する見込み。

 

子どもの数は２８年連続減／人口比世界最低水準 
　５月５日の「こどもの日」にちなんで総務省が４
日発表した人口推計（４月１日現在）によると、１５
歳未満の子どもの数は少子化で、１９８２年から２８年連
続で減少し、１７１４万人と過去最少を更新した。総人
口に占める子どもの割合も１３.４％と、３５年連続で低
下、世界でも最低水準となっている。 
　子どもの内訳は男の子が８７８万人、女の子が８３５万
人。３歳ごとに区切って子どもの数を比べると、小
学校入学前（３－５歳）よりも乳幼児（０－２歳）
の方が出生数の増加で５万人多く３２８万人。 
　景気回復などで結婚するカップルや第２、第３子
をもうける夫婦が増えたことなどから、出生数が
２００６年から増加に転じたのが要因だが、内閣府の少
子化対策推進室は「増加は非常に緩やかで、少子化
に歯止めをかけるには至っていない」と分析してい
る。 

　また、都道府県別の人口に占める子どもの割合
（２００８年１０月１日時点）では、最も高かったのは沖縄
の１７.９％で、次が滋賀１５.１％、愛知１４.７％で順位は前
年と同じ。一方、最も低かったのは秋田の１１.５％、
次は東京１１.８％。ただ、東京は全国で唯一、前年よ
りも割合が増えた。 
　人口に占める子どもの割合を国連人口統計年鑑に
掲載された人口３０００万人以上の３１カ国と比べると、
調査年次に違いはあるが、日本はドイツ１３.９％、イ
タリア１４.１％を下回り最も低く、最高はナイジェリ
アの４４.３％だった。【共同】  

総病床数、前月比８４５床減／医療施設動態調
査１月
　厚生労働省が４月２１日に発表した「医療施設動態
調査」（２００９年１月末概数）によると、病院・診療所
を合わせた総病床数は１７５万５３８３床で、前月に比べて
８４５床減少した。病院の病床数は１６０万８９４９床で前月
から３４７床減少、一般診療所でも４９８床減り１４万６２７１
床となった。
　病床数は、一般病床が９０万８４３１床で６１床増加した
一方、療養病床は３４万１７床で３２９床減、精神病床も３４
万９２７６床で８７床減った。
　医療施設の総数は、前月から１１２施設減の１７万６２６９
施設だった。病院は８７８３施設（前月比５施設減）、一
般診療所は９万９４９７施設（同７２施設減）。療養病床を
持つ医療施設は、病院が４０６６施設で８施設減少、一
般診療所も７施設減って１７０３施設となった。
（4/２２MEDIFAXより）
  
薬害肝炎患者、肝硬変への進行は少数／厚労
省研究班
　フィブリノゲン製剤や血液凝固因子製剤の投与を
受けてＣ型肝炎ウイルスに感染した人のうち、肝硬
変や肝がんまで進行している人は少数にとどまって
いることが４月１７日、厚生労働省研究班の調査で分
かった。製剤を投与されてＣ型肝炎ウイルス感染が
判明している患者の病態は初期段階にとどまってい
る例が多く、研究班は「インターフェロンなどの抗
ウイルス療法などによって、Ｃ型肝炎ウイルス持続
感染状態からの脱却や、肝病期の進展抑止が十分可
能と考えられる」としている。
　調査は、２００７年度に続いて２回目。厚労省の調査
で、フィブリノゲン製剤の投与が確認された医療機
関７４１施設に、投与経路や患者の状況などを尋ね、５３０
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施設（患者数８７９９人）から回答を得た。０８年度は、
血液凝固因子製剤の投与が行われた１９０施設も対象
とした同様の調査も実施。６６施設（同８６２人）が回答
した。
　調査結果によると、死亡が確認されたのはフィブ
リノゲン製剤で２７.６％、血液凝固因子製剤で６５.７％。
このうち、死因が肝炎関連とされた人はそれぞれ
５.３％、１９.１％にとどまった。
　全患者のうち、Ｃ型肝炎ウイルスに感染している
人はフィブリノゲン製剤で１１.３％、血液凝固因子製
剤で９.６％、Ｂ型肝炎ウイルスに感染している人はそ
れぞれ０.６％と１.４％。いずれも感染していない人がそ
れぞれ１６.２％、１２.２％いた一方、不明とした人はいず
れも６割以上に上った。
　研究班はこの調査を基に、Ｃ型肝炎ウイルスの感
染が判明した患者（フィブリノゲン製剤８００人、血液
凝固因子製剤６３人）を対象に、より詳しい調査を実
施。現在の病状などを聞いた。
　現在の病状が把握できた人のうち、肝炎が治った
と回答した人は、それぞれ１４.４％と６.９％。無症候性
キャリアは１４.７％と２４.１％、慢性肝炎は４３.４％と
３４.５％で病態が初期段階にとどまっている人が多か
った一方、肝硬変や肝がんまで進行している人はそ
れぞれ１５.６％と６.９％だった。
　こうした調査結果について研究班は「Ｃ型肝炎の
自然経過をたどっている人は現時点では少ない」と
分析。Ｃ型肝炎の病態は初期段階にとどまっている
例が多いと指摘し、「今からでも遅くないので、イン
ターフェロン治療を行いウイルスを駆逐すること
が、問題を解決する手だて」としている。
（4/２０MEDIFAXより）
 
後発薬への変更不可は３分の１／厚労省調査 
　医師の処方せんで、先発薬から後発薬（ジェネリ
ック医薬品）への変更を認めないものが３４％あり、
変更を認めた処方せんでも実際に後発薬が使用され
たのはうち６％だったことが、厚生労働省の調査で
５月７日分かった。 
　医療費を抑制するため厚労省は、有効成分は同じ
で価格が安い後発薬の使用拡大を期待しているが、
処方せん全体ではわずか４％の使用にとどまった。
ただ、調査対象となった薬局の５８％では「変更可能」
との説明を受けても変更を希望しない患者は５割未
満で、説明次第では変更の数が増える可能性もある
とみられる。 

　後発薬の使用を促進するため国は２００８年度の診療
報酬改定で、後発薬への変更を認めない場合だけ医
師が「不可」欄に署名する形に処方せん様式を改め
た。 
　今回の調査では、医師の不可・署名のない処方せ
んを持参した患者の９割以上に「後発薬への変更が
可能」であることを説明している薬局はわずか１０％。
５８％は患者の３割未満にしか説明していなかった。
患者が変更を希望しない理由では「後発薬に不安が
ある」、「（自己負担額の）差額が小さい」などが目立
った。 
　全体の３分の１以上に上る変更不可の処方せんに
は、後発薬がないケースも含まれる。【共同】  

非正規労働者２０万人が失職／０８年１０月以降、
厚労省調査 
　２００８年１０月から０９年６月までに職を失ったり、失
う見通しの派遣社員や契約社員ら非正規労働者が２０
万７３８１人に達したことが厚生労働省の調査で５月１
日、分かった。前回の３月調査より８.０％増加し、２０
万人を突破した。 
　同じ期間に解雇などで職を失う正社員は１万８３１５
人で、前回調査に比べ４６.５％増と大幅に増えた。不
況の深刻化で業績の悪化に歯止めがかからず、企業
のリストラが正社員にも波及していることが裏付け
られた。 
　政府は失業者の職業訓練支援など追加経済対策の
ための補正予算案を国会に提出したが、雇用情勢の
悪化が続けば一段の対策を求める声が強まりそう
だ。 
　失職する非正規労働者を雇用形態別に見ると、派
遣社員が１３万２４５８人と最も多く、全体の６割強を占
めた。契約社員は４万４２５０人、請負社員は１万６１８９
人だった。 
　失職時期は０８年１２月が４万８５４５人と最も多く、次
が０９年３月の４万４７８６人。失職した非正規労働者の
うち再就職が確認できたのは１万５６１７人で、動向が
分かった人のうち２１.３％で、前回調査より３.２ポイン
ト上昇した。 
　調査は４月１７日時点で把握できたデータをまとめ
た。正社員の失職は、原則、１事業所で１００人以上が
職を失う場合だけを集計した。【共同】

医科の電子レセプト、５割超え／支払基金
　社会保険診療報酬支払基金は４月２４日の定例会見
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で、２００９年３月の医科電子レセプトによる請求が件
数ベースで５０.２％に達したことを明らかにした。オ
ンラインによる請求は２２.３％で、１年前に比べ倍増
していた。調剤なども含めたレセプト全体に占める
電子レセプトの割合は５８.７％（オンライン３３.７％、電
子媒体２５.０％）だった。
　０９年４月審査分の特別審査委員会取り扱い状況
は、対象となる４０万点以上の高額レセプトが計１２５７
件。内訳は医科は１１９７件、漢方製剤の投薬が４０００点
以上の医科４１件、歯科１９件だった。
　このほか、薬局による調剤報酬のオンライン請求
を支援する事業に関して、近く日本薬剤師会と業務
委託に関する契約を結ぶことを明らかにした。オン
ライン請求の事務代行者となる各都道府県薬剤師会
の委託を受け、調剤レセプトデータを支払基金の各
支部からオンラインで本部に送信する業務を請け負
う。支払基金によると、３６道県が送信代行業務を委
託する意向を示しており、ほかは国保連などに委託
するなどの意向を示しているという。
（4/２７MEDIFAXより）
 
開業医の時間外労働、月８０時間／保団連調
査、過労死基準上回る
　保団連は４月２２日、開業医が１カ月に仕事に割く
時間は２５２時間で、時間外労働は約８０時間に上ってい
るとの調査結果を発表した。厚生労働省が定めた過
労死の認定基準を上回っており、長時間働いている
開業医ほど体調不良などの自覚症状を訴える傾向が
あった。調査結果を分析した大阪社会医学研究所の
中村賢治医師は「開業医の労働付加を今以上に増や
すことは、健康を害する開業医がさらに増える可能
性があると同時に、医療の安全性をさらに低下させ
ると考えられる」としている。
　調査は２００８年２月、大阪府保険医協会と大阪府歯
科保険医協会の会員１０１人（医科８１人、歯科２０人）を
対象に実施。８６人（医科６９人、歯科１７人）から回答
を得た。
　調査結果によると、開業医の１カ月当たりの平均
診療時間は１８０.１時間で、事務作業なども含めた仕事
に費やす時間は２５２.０時間。法定労働時間である週４０
時間を除いた時間外労働は８０.６時間に上り、厚生労
働省が脳・心臓疾患の過労死の認定基準で「業務と
発症の関連性が強いと評価できる」と定めている月
８０時間を上回った。
　さらに、最近１カ月間の自覚症状を聞いたところ、

「体の調子が悪い」「することに間違いが多い」「仕事
中、強い眠気に襲われる」ことなどが「よくある」
と答えた開業医は、労働時間が長い傾向があった。
（4/２３MEDIFAXより）

看護職２万人が過労死危険レベル／日看協が
交代制勤務で調査
　交代制勤務の看護職員の約４％が過労死危険レベ
ルの月６０時間を超える時間外勤務を行っている実態
が、日本看護協会の「時間外勤務、夜勤・交代制勤
務等緊急実態調査」で分かった。日看協はこの結果
から、全国で約２万人の看護職が過労死危険レベル
の勤務についていると推計。２００８年１０月に２人の看
護師が過労死認定を受けたことも踏まえ、看護職の
交代制勤務の負担軽減と残業時間の低減を図るた
め、残業をしないで「帰る」ことを目指す「ナース
のかえる・プロジェクト」に取り組む方針を示した。
　調査は、看護職の時間外勤務や交代制勤務の実態
のほか、疲労の度合いを把握する目的で行った。日
看協によると、全国レベルで看護職個人を対象に時
間外勤務などを調査したのは今回が初めて。看護職
員と看護管理者を対象とする調査に加え、機関紙な
どを通じて公募した１５人の協力者についてタイムス
タディーを行った。看護職の調査対象は、日看協会
員から無作為抽出した病院勤務の看護職１万人で、
３０１０人から有効回答を得た。看護管理者は２５００病院
を対象に調査票を送付し、１４２５人から回答を得た。
　看護職員の調査結果によると、交代制勤務に就い
ている１７２８人のうち７４人（４.２８％）が月６０時間を超
える時間外勤務を行っていた。特に３交代勤務者の
５７.９％が、勤務終了から次の勤務までの間隔が６時
間以下になったことがあると回答し、十分な休息が
取れない場合があることも分かった。
　年齢階層別では、２０代がほかの世代よりも時間外
勤務が長く、平均で月２５.９時間に及んだ。さらに、
２０代の７５％で時間外勤務が月３５時間を超えていた。
また、２０代の看護師が疲労感を特に強く感じている
ことが分かった。申告した残業時間は、実際の残業
時間の約４割にとどまり、未払い残業の実態も明ら
かになった。
　看護管理者の調査では、「職員定数を増やすことが
できない」「欠員のまま充足されない」などが労働時
間管理の課題として挙がった。日看協は、人員補充
が進まない背景には、医療政策や医療保険財政など
の問題があると指摘している。
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（4/２７MEDIFAXより）

資格証明書２割が受診中断／福岡県内の医療
機関を調査
　福岡県保険医協会は４月１３日、国民健康保険料を
滞納したため、いったん医療費全額を支払う「資格
証明書」を発行された患者が医療機関を受診した場
合、約２割が治療を中断していたとする調査結果を
まとめた。同協会は「受診を控えることで後遺症や
命の危険にさらされている」としている。
　同協会は、福岡県内の主に開業医を中心とした約
２０００の医療機関にアンケート。１５６機関が回答した。
２００８年に資格証明書で受診した４７人のうち２１％が治
療を中断。保険料滞納で、通常より有効期間を短く
して発行する「短期保険証」での受診者３４９人のうち
１２％が中断していた。
　また、高血圧で狭心症の６０代の女性が北九州市の
医療機関で受診していたが、夫が会社を辞め無保険
となったため治療を中断。症状を悪化させ半年後に
脳梗塞となり入院した例も報告された。骨折などで
もとりあえずの処置で済ます患者が多いとしてい
る。
　同協会は「不況の影響で、保険証がなく受診を控
える患者が増加するだろう。医療を受けることと滞
納は別次元の問題。行政は、資格証明書や短期保険
証ではなく正規の保険証を出すべきだ」としている。
【共同】（4/１５MEDIFAXより）

 

温室ガス排出量は最悪の９％増／原発停止響く 
　環境省は４月３０日、２００７年度の国内の温室効果ガ
ス排出量の確定値は二酸化炭素（ＣＯ２）換算で約
１３億７４００万トンで、京都議定書の基準年（１９９０年度）
を９.０％上回り、過去最悪だったと発表した。 
　前年度との比較では２.４％の増加。新潟県中越沖地
震で東京電力柏崎刈羽原発が停止、排出の多い火力
発電所の稼働を増やしたことが影響しており、原発
に大きく依存している日本の地球温暖化対策の課題
があらためて浮き彫りになった。 
　排出量の大半を占めるエネルギー起源ＣＯ２は、
前年度比２.８％増。しかし、原発などが前年度と同様

に稼働したと仮定すると０.３％の減少になるという。 
　部門別では、前年度と比べて産業部門が２.８％増、
オフィスなどの業務部門が１.９％増、家庭部門は８.４％
増。【共同】  

気温上昇２度以内に黄信号／ＣＯ２排出量、
既に３分の１ 
　産業革命前に比べて気温上昇を２度程度にとどめ
るには、世界で２０００年から５０年までに排出できる二
酸化炭素（ＣＯ２）の量は１兆トンだが、この９年
間に既にその３分の１を排出してしまったとする研
究結果を、欧州の研究チームが４月３０日付の英科学
誌ネイチャーに発表した。 
　地球温暖化防止のために、強力な排出削減策が必
要ということをあらためて示す結果。 
　ドイツのポツダム気候影響研究所などは、温室効
果ガスや汚染物質の影響と、それによる地球の気候
変化を組み込んだコンピューターモデルで解析。５０
年間の排出量が１兆トンだと気温上昇が２度を超え
る可能性は２５％、１.４兆トンだと５０％に上昇すると判
明した。 
　英オックスフォード大などのチームは、１７５０年か
ら２５００年までの７５０年間で解析。３.７兆トンが排出さ
れると気温が２度上がるとみられるが、３分の１の
期間が経過した０８年までに、既に半分を排出してい
ると指摘した。 
　両チームは「５０年までに１９９０年比で温室効果ガス
の排出を５０％以上削減する必要があり、早急な取り
組みが必要だ。これ以上待つと多大なコストがかか
ることになる」としている。【共同】  

廃ペットボトルの引き渡し量最多／０９年度、
リサイクル業者に 
　全国の市町村が２００９年度に家庭から収集する使用
済みペットボトルのうち過去最多の２０万４０００トン
が、日本容器包装リサイクル協会を通じて国内のリ
サイクル業者に引き渡される見通しとなった。市町
村と協会の引き渡し契約量が０８年度より約３割増え
ている。 
　市町村が収集する量が毎年増えていることに加え
て、協会を通さずに独自のルートで行ってきた中国
向けの輸出などが景気悪化の影響で大幅に減り、協
会ルートに戻ってきたのが要因だ。 
　協会ルートの引き渡し量は、０４年度の１９万２０００ト
ンをピークに３年連続で減少。ぬいぐるみの原料向

京都保険医新聞２００９年（平成２１年）５月２５日　毎週１回月曜日発行 （昭和２６年３月５日第３種郵便物認可）　第２６92号

２５

情
勢
ト
ピ
ッ
ク
ス

第１１９号



けなどの需要が中国で増え廃ペットボトルの価格が
上昇、無料で協会に引き渡すよりは、少しでも収入
を増やそうと独自ルートで売却する市町村が増えた
からだ。 
　協会は０６年度から、国内のリサイクル体制維持の
ため、市町村のペットボトルを有料で引き取る方式
に転換。０７年度に市町村は、１トン当たり平均３万
８９００円を受け取ったが、引き渡し量は１４万トンにま
で減っていた。 
　その後、０８年秋からの世界的な景気後退に伴う中
国での需要減などから価格が下落、独自ルートで売
却契約した業者から引き取りを拒否され処理に困っ
た市町村が出たこともあり、引き渡し契約量が増加
した。【共同】

０８年度の原発稼働率６０％／柏崎刈羽の長期停
止が影響 
　国内で運転する商業用原発の２００８年度の設備利用
率（稼働率）は６０.０％だったと経済産業省原子力安
全・保安院が４月１７日、発表した。０７年度の６０.７％
と同程度。０７年７月の新潟県中越沖地震後、東京電
力柏崎刈羽原発の全７基の運転停止が続いているこ
とが影響した。 
　最も高かったのは九州電力玄海１号機の１０１.８％。
次いで東北電力女川２号機の９９.４％。原発では、定
格電気出力を超える「熱出力一定運転」という方法
が認められており、稼働率が１００％を超えることがあ
る。 
　対象は５５基だが、廃炉にするため０９年１月３０日に
運転を終了した中部電力浜岡原発１、２号機は同日
以降、除外して算出した。【共同】  

住民側敗訴が確定、最高裁／東電・柏崎刈羽
原発訴訟 
　東京電力の柏崎刈羽原発１号機の原子炉設置許可
をめぐり、周辺住民が「安全審査が不十分で許可は
違法」として、国の許可処分取り消しを求めた訴訟
の上告審で、最高裁第１小法廷（甲斐中辰夫裁判長）
は４月２３日、住民側の上告を退ける決定をした。 
　住民側が上告した後の２００７年７月、原発付近を震
源域とする新潟県中越沖地震が発生。地震の揺れが
想定を超え、住民側は「安全審査の誤りが判明した」
と主張したが、決定は「法律審としての最高裁の性
格、事案の内容、訴訟の経過などにかんがみ、判断
を左右しない」と言及した。 

　第１次提訴から約３０年、１審新潟地裁判決から約
１５年が経過し「許可は適法」として住民敗訴とした
１、２審判決が確定した。【共同】  

日米、原子力利用拡大で共同声明／エネルギ
ー政策首脳会談 
　訪米中の二階俊博経済産業相は５月４日、チュー
米エネルギー長官と会談し、「原子力の利用拡大が、
エネルギーと地球温暖化の問題を克服する鍵にな
る」との共同声明を発表。先進的な核燃料サイクル
技術の研究開発と、核燃料の供給を保証する国際的
な枠組み構築に向けた協力を今後も続けることで合
意した。 
　オバマ政権は、ブッシュ前政権が提唱した原子力
政策「国際原子力パートナーシップ（ＧＮＥＰ）」に
ついて、使用済み核燃料の先進的な再処理施設と、
再処理で取り出したプルトニウムを燃やす高速炉の
国内建設を断念する方針を決めていた。 
　今回の共同声明はそれ以外の分野について日米協
力の継続をうたった。原発の新規建設を促進する金
融支援策や核不拡散、テロなどの脅威からの核防護
といった分野でも協調するとした。
【ワシントン５月４日共同】 

 

「緊急提言」など保団連の主張に賛同を表明
／社民党・福島みずほ党首と懇談
　保団連・住江憲勇会長は、４月２４日、国会内で社
民党・福島みずほ党首と懇談した。懇談で住江会長
は、「景気悪化から国民の健康を守る緊急提言」の実
現、診療報酬のオンライン請求義務化の撤回、外来
管理加算への「５分ルール」の導入の撤回、崩壊し
つつある歯科医療危機の改善、自主共済の新保険業
法での適用除外を要請した。
　オンライン請求義務化については、開業医の１割
以上が実施されたら廃業を検討するなどと答えてお
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り、地方医療に多大な悪影響を及ぼしかねないこと、
運用にかかる医師・歯科医師の費用負担が甚大なこ
と、厚生行政の強引な介入に対して医師は許せない
思いを強く持っていることを伝えた。
　福島党首は、「補正予算はバラマキで、医療や福祉
の問題の解決につながらない」と述べた上で、オン
ライン請求義務化や「５分ルール」反対の意思を表
明した。最後に、「医療と福祉を根本的に立て直すた
めに努力したい」と保団連の立場に賛同を表明した。
　各党党首と保団連代表の懇談は、民主、共産、国
民新党、新党日本に次いで今回で５回目となり、自
民、公明両党党首との懇談を要請中である。

レセオンライン請求義務化撤回、「大阪訴訟」
原告団結成・提訴行動
　レセプトオンライン義務化撤回「大阪訴訟」の原
告団結成総会が、４月１１日、大阪府保険医協会Ｍ＆
Ｄホールで行われ、大阪を中心に兵庫、京都、奈良
からの関係者も含め、約８０人が参加した。レセプト
オンライン化をめぐっては神奈川県保険医協会が１
月に第１次、３月に第２次の提訴を行っている。　
　結成総会は、大阪府保険医協会・高本英司理事長
が「レセプトオンライン請求義務化は、ＩＴが不得
手な人に地域医療の現場から退場を求めるもの。病
院に続いてプライマリケアでも医療崩壊が危惧され
る。こうした大問題を省令で決めていいのか」とし
て、神奈川に続いて大阪でも訴訟を起こす意義を強
調した。保団連の住江憲勇会長は「社会保障の削減
を許さない行動を統一的に行うことで、国民の支持
も得られる。保団連としても全面的にバックアップ
したい」と語った。
　神奈川訴訟の経過報告をした神奈川弁護団の小賀
坂徹氏は、神奈川では１次、２次を通じて訴訟に参
加した医師・歯科医師らが１７４４人に達したと紹介し
た。小賀坂氏は、大規模訴訟団の結成が世論の関心
を集め、「義務化撤回」を実現する早道になるとの認
識を強調し、「こうした運動を通じて、舛添要一厚生
労働相に義務化を定めた省令を撤回させることがで
きれば目的は果たせる」として、訴訟行動の意義を
強調した。小賀坂氏は、神奈川訴訟の第１回口頭弁
論は早ければ５月頃になるとの見通しも示した。
　その後、弁護団から作成中の訴状の主な内容が説
明されたほか、原告団の体制案が提案され、満場の
拍手で承認された。また、神奈川訴訟原告団・平尾
紘一団長（神奈川県保険医協会理事長）のメッセー

ジが紹介され、参加者からも次々と決意と熱い思い
が語られた。
　最後にまとめと行動提起が行われ、地域医療の崩
壊を許さず、患者さんのプライバシーを守るため、
この裁判に勝利することを誓った。そのために、①
患者・国民へ、レセオンライン義務化の危険性を知
らせるチラシの配布をはじめ、広く訴え宣伝するこ
と②この問題の理不尽さを告発する様々な具体例や
医師としての思いなどを裁判官に伝え、また、内外
にアピールするため、裁判における原告の「意見書」
作成に協力すること③４月２３日に行う大阪地方裁判
所への提訴行動への積極参加―を呼びかけ、熱気溢
れる総会を終えた。
　そして、４月２３日、第一次原告団２４５人が、レセプ
トオンライン請求義務化の撤回をもとめ、大阪地裁
に提訴した。提訴行動には６０人余の医師らが参加し
た。提訴後、弁護団とともに記者会見を行い、今回
の請求趣旨等を説明した。今回提訴の請求趣旨は①
レセプトオンライン請求の義務のないことの確認請
求②損害賠償（慰謝料請求）─の２点。請求理由は「厚
生労働省令１１１号は違憲・違法であり、無効」として
①医師・歯科医師の診療を行う権利の意義とその侵
害（廃業の危機）②患者のプライバシー侵害と医師・
歯科医師の人格権侵害③法律に基づく行政の原則違
反（省令での権利侵害）─を挙げた。第１回口頭弁
論の期日の見通しはついていないが、弁護団は「な
るべく早期に開かれるよう求めていきたい」として
いる。
　大阪訴訟の弁護団長である河村武信弁護士は、提
訴後の集会で「大きな集団提訴で、社会の関心を集
めていくことが必要」と強調。訴訟を通じてメディ
アなどに取り上げられる機会を増やしたいとの意欲
も見せた。記者会見にはマスコミからテレビ３社、
新聞６社が参加し、翌日新聞各紙が報道した。
　
レセプトオンライン「神奈川訴訟」原告団、
日肝協と懇談
　４月４日、レセプトオンライン請求義務化撤回「神
奈川訴訟」原告団は、新宿農協会館において、日本
肝臓病患者団体協議会（日肝協）とオンライン請求
義務化問題についての懇談を行った。原告団からは
入澤幹事長、高橋世話人と事務局が出席。日肝協か
らは西村愼太郎常任幹事、沖健一幹事が出席した。
今回の懇談はオンライン請求義務化の問題点を患者
側にも理解してもらい、裁判傍聴の協力等を得る目
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的で行った。
　冒頭、入澤幹事長が義務化の問題点として、①オ
ンライン化に対応できない医師の閉院②オンライン
で送付することによる情報流出の危険性③診療情報
を集約、分析して「医療の標準化」を図ることでの
保険診療範囲の制限―等に触れ、その後意見交換を
行った。
　日肝協は、フィブリノゲン投与の問題に端を発し、
患者の中では医療内容を詳しく知りたいというニー
ズは依然として高い。オンライン化によるデータ集
約で「医療内容の公開が進むと思っている患者もい
る」と説明した。これに対し、入澤幹事長は、レセ
プトやカルテ情報の開示を患者が希望する場合、現
在でも原則開示していると紹介。さらに、「レセプト
はあくまで請求書であって、カルテとは違う。患者
への医療内容が全て反映されるわけではない」とし
て、オンライン化で医療内容の公開は進まないとし
た。併せて、舛添要一厚生労働相がレセプトの電子
化が薬害防止に役立つと発言したが、「レセプトには
投薬内容が全て記載されるわけではない。レセプト
データは既に投薬した後の請求明細で、薬害防止に
はつながらない」と強調した。
　また、日肝協の「オンライン化で『医療の標準化』
が図られれば、最適な治療方針が確立されるのでは」
との問いに、「レセプトデータの集約は、請求費用の
蓄積でしかない。疾病ごとに『医療の標準化』を図
ることで、医療費抑制の目的に使用される危険性が
ある」と説明した。最後まで入澤幹事長は「レセプ
トをＩＴ化することで、患者が受ける医療内容が向
上することはない」ことを強調した。また、高橋世
話人からは歯科医院が苦しい経営を迫られている現
状を紹介。オンライン化の費用が捻出できない医療
機関があることにも触れた。
　日肝協は、オンライン請求義務化の問題を５日の
日本難病・疾病団体協議会で議論することを約束。
５月末の総会でとりあげるかどうかも検討するとし
た。また、裁判傍聴の依頼については、「可能な限り
協力したい」と回答。オンライン請求の問題点をま
とめた患者向けのパンフレットを会議で配布したい
として、その場で手渡した。
　オンライン「神奈川訴訟」原告団は、今後もこの
問題を多くの国民に伝え、「義務化撤回」の世論が確
立できるよう、患者団体等との対話を図るとしてい
る。

オンライン義務化、省令改正案に反対／保団連
　２００９年度からレセプトオンライン請求義務化の対
象となる医療機関のうち、オンライン請求に対応で
きない医療機関について、最長で１０年３月まで現行
の方法による請求を可能とした付則を設けた省令改
正案に対し、保団連は４月２２日、付則の新設に反対
するパブリックコメントを厚生労働省に提出した。
　パブコメでは、改正案について「一時しのぎの姑
息的手段に過ぎず、このような事態を招いたのは、
オンライン請求の義務化自体に無理があり、医療現
場の実態に即さないものであることを如実に物語っ
ている」と指摘。付則の新設に反対し、省令本体の
改正を求めている。
　また、「５月請求のぎりぎりになって、ようやくパ
ブコメを求めることは遅きに失すること甚だしい」
とし、厚労省の手法についても強く抗議した。
（4/２３MEDIFAXより）
 
研修医の上限枠「医師不足に拍車」／臨床研
修見直しで保団連
　保団連は４月１７日、臨床研修制度の見直し案につ
いて「性急な議論でまとめられた理念なき見直し」
とする意見を舛添要一厚生労働相と塩谷立文部科学
相に提出した。２００４年度に現行制度が開始されてか
ら「５年弱では成果を検証できない」と指摘。募集
研修医の定員上限枠について「医師不足に拍車がか
かる地域が出てくる」と主張した。
　研修病院の指定基準の強化については「中小病院
での臨床研修が制限される」と指摘し、地域の実情
や研修医の受け入れ実績を踏まえて対応すべきとし
た。必修科目の見直しに対しては「研修期間の実質
的な短縮を可能とするもので、診療能力が身に付く
のか」と疑問を呈した。（4/２０MEDIFAXより）
 
「緊急提言」の実現を／４．２３保団連中央行動
　４月２３日、保団連は中央行動を実施し、１１協会か
ら６５人が参加した。
　２７日には補正予算案が提出される見通しとなる中
で、あらためて患者負担軽減、診療報酬引き上げな
ど「緊急提言」の実現と、レセプトオンライン請求
義務化撤回、自主共済の保険業法適用除外、歯科保
険医療の充実などを要請した。
　行動に先立ち住江憲勇会長は、「補正予算の議論
は、本来予算案で審議すべきものでまさに選挙対策
だ。追加の経済対策をみても大企業、大資産家への
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優遇が目白押しだ。介護保険の新認定制度での紛糾、
介護報酬の１０％への引き上げ法案の提出など、こう
した時期だからこそ運動をやり切ることが重要。「緊
急提言」が政治の場で要望されつつある。いっそう
運動を強めてほしい」と挨拶した。
　その後、住江会長は予算委員会の理事を中心に要
請を行い、その中で面談した自民党・山本拓議員は、
「予算委員会での住江会長の訴えは聞いていた。医
療、社会保障こそ充実し、経済危機を脱するという
方向性はその通りだと思う」と述べた。
　行動では、後期高齢者医療制度の中止・撤回およ
び廃止を求める請願署名（患者署名）を計２７４９筆、
オンライン請求義務化撤回を求める請願署名（患者
署名）６１３筆分を国会議員に手渡した。

更なる介護報酬引き上げ、新認定制度の中止
を！緊急要請行動を実施
　医労連、福祉保育労、中央社保協などが呼びかけ
団体となり、４月２２日、「介護保険“追加助成”の実
現で経営の安定と人材確保を」を掲げ、厚労省交渉
と集会を行った。保団連からは住江憲勇会長と事務
局が参加した。議員会館内で行われた集会には約１００
人が参加し、政党からは自民党・萩原誠司衆院議員、
民主党・梅村聡参院議員、共産党・小池晃参院議員
が挨拶した。
　中央社保協代表委員として閉会の挨拶を行った住
江会長は、「政府の追加経済対策に介護問題を盛り込
ませたことは成果で、野党４党の法案を通すことで
今後の確信にしたい。新認定制度はただちに中止、
緊急の国の負担増額も求めていくとともに、介護労
働者の劣悪な労働環境や賃金引き上げに向けて取り
組んで行きたい」とまとめた。

徹底した再発防止策を／柏崎刈羽原発火災に
ついて保団連が見解発表
　保団連・野本公害環境対策部長は、４月１５日、「東
京電力柏崎刈羽原発の５号機倉庫火災について」見
解を発表し、二階俊博経済産業相、電気事業連合会
宛およびマスコミに送付した。
　火災は、１１日夜、東京電力柏崎刈羽原発の５号機
倉庫で発生した。経済産業省原子力安全保安院の発
表によれば、同原発内での火災発生は、２００７年７月
の新潟県中越沖地震以後、９回目。
　見解は、「このような、相次ぐ火災の発生は、あま
りに異常であり、重大事故を誘発する危険性を指摘

せざるを得ない」と述べるとともに、「復旧中に続発
した火災に対して、東京電力が下請け任せで安全を
確認していなかったとの指摘や、国が東京電力によ
る建物の耐震性の計算ミスを見落としていたことも
報道されるなど、東京電力、国の姿勢が厳しく問わ
れている」とし、「東京電力や国が、地球温暖化防止
を口実にして早期の運転再開の動きを強めているこ
とは、到底容認できない」と述べている。また、「安
全性の観点からも、徹底した再発防止策を強く求め
るとともに、原発の耐震設計審査指針等を根本から
見直し、安全・安心な震災対策を確立すべきである」
としている。

 

　記事文末に（MEDIFAXより）と記載しているものは、 
契約に基づき株式会社じほう発行の「MEDIFAX」より転
載・一部改変を許諾されたものです。 
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資料1

「社会保障カード（仮称）の基本的な計画
に関する報告書」のポイント　　　　　

　厚生労働省は４月３０日に、「社会保障カード（仮称）の基本的な計画に関する報告書」を公表した。今回はそのポイントを
掲載する。厚労省はこれまで、社会保障カード（仮称）の実現に向けた検討を重ねてきており、今回、報告書をとりまとめた
としている。その上で、①社会保障カード（仮称）の実現により便利になると期待する点②現在の被保険者証・年金手帳や、
年金や医療に関する自分の情報の入手に関しての課題③プライバシー保護のために必要となる方策―などについて、意見を
求めている。

■ 厚生労働省　２００９年４月３０日 ■
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資料2
あんしん医療制度研究会について

　１月２７日の国民健康保険制度等医療保険制度に関する提案に関し、京都府は平成２１年度の当初予算案で「あんしん医療制
度構築共同検討事業費」を予算化した。この事業の具体化に関する、京都府作成の説明文書。京都府は、あんしん医療制度
研究会を設置、レセプトデータ等を活用した疾病構造・医療資源等の調査研究の企画・立案を行い、データ分析を京都府国
民健康保険団体連合会が行う。冬頃には「最終報告案」を取りまとめること等が書かれている。

■ 京都府　２００９年４月 ■
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資料3
社会保障（補足説明資料）

　財務省主計局が５月１１日の財政構造改革部会に提出した資料。これに先立ち同局は、４月２１日開催の同会議で、「医療提
供体制の再構築－医師偏在の是正－」なる資料を提出。都道府県別の医師数を、人口、面積を勘案し、４７都道府県別に指数
化した一覧を示した上で、都道府県単位の「医師偏在」の「是正の手法」として、「経済的手法」と「規制的手法」がある
とした。新聞報道によれば、経済的手法とは「医師不足地域への診療報酬を手厚くする」ことを、「規制的手法」について
は、ドイツで地域や診療科目別で開業できる医師の定員を定めているような手法を、それぞれ意味するとされる。今回の
「補足説明資料」は、４月の提出資料における規制的手法として「ドイツにおける医師配置の規制について」を補足資料と
して示したものと考えられる。

■ 財政制度等審議会 財政制度分科会　財政構造改革部会　２００９年５月１１日 ■
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２００８年度　第２２回　２００９年４月２８日
【特別討議】
１．社会保障カード、社会保障個人会計について
　　△担当＝鈴木副理事長

【各担当部報告】
〈総務部会〉
１．週間行事予定表の確認
２．新規開業医のための基礎講習会（４月25日）

状況
〈経営部会〉
１．三井生命「保険医年金」普及活動事務局同行
（３月17日）状況

２．近畿ブロック共済担当事務局交流会（４月15
日）状況

３．経営対策セミナー（４月16日）状況
４．傷害疾病保険審査会（４月21日）状況
５．金融共済委員会（４月22日）状況
６．保団連経税担当小委員会（4月25日）状況
７．保団連経税部会（4月26日）状況

〈医療安全対策部会〉
１．法律相談室（４月16日）状況
２．医療機関側との懇談（①４月20日、②21日、
③22日）状況

３．医療事故案件調査委員会（４月24日）状況
４．医師賠償責任保険処理室会（４月27日）状況

〈政策部会〉
１．京都社保協運営委員会（４月16日）状況
２．保団連近畿ブロック本会議（４月18日）状況
３．講演会「原子力発電のほんとのこと小出さん

に聞いてみよう」（４月19日）状況
４．「貧困をなくし社会保障を守る『基本法』を考

えるシンポジウム（仮題）」団体訪問（４月20
日）状況

５．出版編集会議（４月23日）状況
〈保険部会〉
１．京都市生活保護医療個別指導立ち会い（４月

15日）状況
２．第16回医療ＩＴ化問題検討会（４月15日）状況

【各担当部議事】
〈総務部会〉
１．前回理事会（４月14日）要録と決定事項の確認
２．５月中の会合等諸行事及び出席者確認の件
３．協会事務局休務の件

４．各部会開催の件
５．地区担当制活動の状況確認の件
６．理事長、副理事長、監事選挙締切（４月16日）

状況および無投票当選人の確定の件
７．代議員会議長・副議長選挙締切（４月27日）

状況および無投票当選人の確定の件
８．第12回正副理事長会議（４月16日）状況確認

の件
９．会員入退会および異動に関する承認の件
10．舞鶴医師会との懇談会（４月11日）状況確認
の件

〈経営部会〉
１．税務記帳講習会開催の件

〈政策部会〉
１．第15回保団連理事会（４月19日）状況確認の
件

２．「貧困をなくし社会保障を守る『基本法』を考
えるシンポジウム（仮題）」第１回準備会議
（４月19日）状況確認の件

３．「貧困をなくし社会保障を守る『基本法』を考
えるシンポジウム（仮題）」団体訪問の件

４．保団連近畿ブロック主催「吉田太郎氏講演会」
出席の件

５．『京都保険医新聞』（第2687号）・『メディペー
パー京都』第118号（第2688号）合評の件

〈保険部会〉
１．レセプトオンライン請求義務化撤回「大阪訴

訟」提訴行動並びに報告集会（４月23日）状
況確認の件

２．保団連「2010年診療報酬改定に対する要求」
（案）への意見提出の件

３．2009年４月実施分のオンライン請求義務化
（病院）に対するパブリックコメント提出（４
月27日）状況確認の件

　　《以上１９件の議事について承認》

２００８年度　第２３回　２００９年５月１２日
【各担当部報告】
〈総務部会〉
１．週間行事予定表の確認

〈経営部会〉
１．第10回保団連共済部会（４月26日）状況
２．医院継承講習会（４月30日）状況
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３．新しく医療機関に勤められた新入職員のため
の研修会（５月７日）状況

〈政策部会〉
１．「貧困をなくし社会保障を守る『基本法』を考

えるシンポジウム（仮題）」団体訪問（５月11
日）状況

〈保険部会〉
１．保団連2009年度第１回病院・有床診対策部会
（４月12日）状況

２．保団連『介護報酬改定Ｑ＆Ａ』役員・事務局
編集会議（４月16日）状況

３．保団連『介護報酬改定Ｑ＆Ａ』事務局編集会
議（４月16・17日）状況

４．保団連『介護報酬改定Ｑ＆Ａ』検討会（４月
18日）状況

【各担当部議事】
〈総務部会〉
１．前回理事会（４月28日）要録と決定事項の確認
２．理事者申し合わせ事項の実施の件
３．2008年度３月分収支月計表報告状況確認の件
４．４月度会員増減状況
　　△2009年４月30日付会員数＝2567人
５．会員入退会及び異動に関する承認の件

〈医療安全対策部会〉
１．医療機関側との懇談の件

〈政策部会〉
１．京都社会保障推進協議会学習会出席の件
２．劇映画『いのちの山河～日本の青空Ⅱ～』へ

の追加の製作支援の件
３．「青森・三陸などの生産地を放射能汚染から守

り、それにより『京都市民の食の安全･安心を
守る』ための意見書提出の請願に賛同する署
名」への賛同のお願いの件

４．「法然院で、地球温暖化防止」展の呼びかけ団
体としての協力について

５．『京都保険医新聞』（第2689・2690合併号）合
評の件

〈保険部会〉
１．2009年４月度国保合同審査委員会（４月21日）
状況確認の件

２．保険審査通信検討委員会（５月８日）状況確
認の件

　　《以上１３件の議事について承認》
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６月のレセプト受取・締切
12日㈮

労
災

10日㈬9日火
基金
国保 ◎◎○

※○は受付窓口設置日、◎は締切日。
　受付時間は午前９時～午後５時です。

6月の相談室
担当＝坂本建築士６月１１日（木）午後２時～医院・住宅

新（改）築
担当＝三井生命のＦＣ
　　　（ファイナンシャルコンサルタント）６月１８日（木）午後１時～ファイナンシャル
担当＝莇弁護士６月１８日（木）午後２時～法 律
担当＝本宮社会保険労務士６月１８日（木）午後２時～雇 用 管 理
担当＝木谷税理士６月２４日（水）午後２時～経 営

開催日の３日前までに協会事務局へお申込み下さい。３０分間無料です。
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